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民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２４年３月１３日（火）午前９時５９分　開会

　　　　　　　　　　　　　午後５時３５分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員

委 員 長 森内一蔵  副委員長 本保加津枝 委　　員 南野直司

委　　員 弘　　豊  委　　員 山崎雅数  委　　員 嶋野浩一朗

１．欠席委員

なし　

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正 副市長　小野吉孝

生活環境部長　杉本正彦 同部次長　井口久和

同部参事兼産業振興課長　鈴木康之　　同部参事兼環境政策課長　土井正治

自治振興課長　門川好博　市民活動支援課長兼コミュニティプラザ館長　橋本英樹

市民課長　船寺順治　　環境業務課長　早川　茂　　環境センター長　上村裕幸

保健福祉部長　福永冨美子　同部次長兼国保年金課長　堤　守

同部参事兼高齢介護課長　山田雅也　　保健福祉課長　前野さゆみ　

生活支援課長　東澗順二　高齢介護課参事兼地域包括支援センター長　川口敦子

障害福祉課長　吉田量治

１．出席した議会事務局職員
事務局長　寺本敏彦 同局書記　寺前和恵

１．審査案件（審査順）

　　議案第　１号　平成２４年度摂津市一般会計予算所管分

議案第　９号　平成２３年度摂津市一般会計補正予算（第４号）所管分

議案第　６号　平成２４年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計予算

議案第１９号　摂津市墓地等の経営の許可等に関する条例制定の件

議案第２１号　摂津市規格葬儀条例制定の件

議案第　３号　平成２４年度摂津市国民健康保険特別会計予算

議案第１１号　平成２３年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）

議案第３５号　摂津市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件

議案第２４号　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例制定の件
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議案第　８号　平成２４年度摂津市後期高齢者医療特別会計予算

議案第　７号　平成２４年度摂津市介護保険特別会計予算

議案第１３号　平成２３年度摂津市介護保険特別会計補正予算（第３号）

議案第３６号　摂津市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件

議案第３１号　摂津市立せっつ桜苑条例及び摂津市立保健センター条例の一部を改正

する条例制定の件

議案第２２号　障害者自立支援法及び児童福祉法の一部改正に伴う関係条例の整備に

関する条例制定の件所管分

議案第３２号　摂津市障害者施策推進協議会条例の一部を改正する条例制定の件

所管事項に関する事務調査について
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（午前９時５９分　開会）

○森内一蔵委員長　ただいまから民生常

任委員会を開会いたします。

　本日の委員会記録署名委員は、嶋野委

員を指名いたします。

　それでは、議案第６号の審査を行いま

す。本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　質疑のある方。

　弘委員。

○弘豊委員　先日に引き続き、きょうも

どうぞよろしくお願いいたします。

　パートタイマー等退職金共済特別会計

にかかわってですけれども、この間も何

度か議論をさせてもらっているところで

すが、市内事業所実態調査等々、以前は

取り組まれて、その後、このパートタイ

マー共済にかかわってのいろいろ啓発や

ら事業所に対する周知やら、そういうこ

とも取り組まれてきたかなと思っている

んですが、今回の予算を見ていましたら、

項目、ほぼそれぞれ微減ということで、

やや対象になる件数と言いますか、そう

いうものが減るような感じなのかなと取

れるんですが、新年度、このパートタイ

マー共済にかかわって、取り組まれる何

かしら予定といいますか、こういうこと

をしようとお考えがありましたらお聞き

したいのと、現在の状況について、少し

復して教えていただけたらと思います。

○森内一蔵委員長　鈴木参事。

○鈴木生活環境部参事　それでは、弘委

員のパートタイマーの共済の件でご答弁

申し上げます。

　現在、パートタイマーの共済に２２９

名の方がご加入いただいています。事業

所数は４０でございます。

　昨今、非常に中小企業の経営環境が厳

しく、以前の事業所調査などで加入啓発

に努め、良い制度であるとご理解はいた

だいておりますけども、なかなかご加入

をいただけないという状況が続いており

ました。先般、鳥飼西の地域のスーパー

が撤退されるということで、これまでも

パートの従業員はご加入いただいていた

んですけども、退職となり、数名の方が

減となりました。

　ただ、別の事業所のご加入もあり、人

数としましては年度当初に比べまして、

若干下がるか同じぐらいの状況になるか

と思います。

　平成２４年度につきましては、こうい

う状況を少しでも改善したいと思いまし

て、今回平成２４年度緊急雇用創出基金

を活用し、市内全事業所を回りますので、

特にパートタイマーの加入啓発につきま

してはパンフレットを作成し、同時に配

布かつ説明もしてお渡しする形で取り組

んでまいりたいと思っております。

　この特定退職金共済というのが私ども

が知っている限りでは、全国で、摂津市

を入れまして１２団体が活動されていま

す。経済状況が不透明な状況の中で会員

の増が厳しく、ところによりましては、

一部商工会議所が行っている特定退職金

共済に統合するとかいう情報も入ってき

ております。本市の場合は、昭和６０年

にパートタイマー等の非常に労働環境の

不安定な方を中心に救済的な取り組みと

して実施しておりますので、引き続き、

加入者啓発に努めてまいりたいと思って

おります。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　以前からこの共済にかかわっ

ては、なかなか多かった時期と比べると

減ってきていて、新たな加入を促進して

いくような、そういった努力もされてき

ているとは認識しております。

　先ほど、ご説明もありました緊急雇用

創出基金を活用しての全事業所訪問です
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ね、そういったこともやられるというこ

との中で、私もこの制度についての視察

なんかもやっぱりやっていったらいいな

と思っておりまして、当初の企業立地等

促進条例のその啓発ということとは趣旨

が違うのかなと思ったんですけれども、

やっぱり活用できる、そういう動きの中

でこのこともあわせてやっていただけた

らとも思っておりましたので、ぜひお願

いしたいと思います。

　それから、事業所の状況で言いました

ら、なくなっていく事業所が多いとも認

識しています。その分、新たにできてい

る事業所の数というのはどの程度あるの

かなということにつきましても、今後しっ

かり把握していってもらって、これまで

一たんお知らせしているところに再度働

きかけるということもありますし、新し

くできたところについては多分知らない

とも思いますので、この周知のほうにつ

いてまたよろしくお願いしたいと思いま

す。要望で終わっておきたいと思います。

○森内一蔵委員長　ほかに、ございませ

んか。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　１点だけお聞きしたい

と思うんですが、先ほど答弁の中にも、

退職金に関して、条件の悪いパートの救

済というか、こういう制度があると。い

ろいろな業界、それこそ退職金制度、パー

トも含めて加入をされているとかいう企

業もたくさんいらっしゃると思うんです

けれども、摂津市内の業者で、パートタ

イマーで仕事辞められたら退職金を受け

取れないとかいう悪い条件というか、労

働条件があまり改善されていないという

か、そういったことのリサーチというか、

状況というのは考えておられたりはしな

いのかな。だから加入者が、いわば昔た

くさんいて今減っているということは、

条件がよくなっているのか、悪くなって

いるのかと、そういったことなんかを把

握するようなことはされないのかという

のをお聞きしたいと思うんですが。

○森内一蔵委員長　鈴木参事。

○鈴木生活環境部参事　パートタイマー

の加入にかかります山崎委員のご質問に

ご答弁申し上げます。

　まず、昨今の景気が非常に悪く、中小

企業の置かれている状況も厳しい状況で、

パートを雇用されるに当たりまして、共

済金の掛金を事業主が負担することにな

りますが、その負担をするよりもパート

の賃金を、時間給で例えば５円とか、１

０円を上げる方法を選択肢される企業も

ありますが、私どもとしましては、退職

時に一定のセーフティーネットという考

え方で、生活が安定するような制度とし

てご利用していただきたく、企業経営者

側のご理解をいただくために啓発に取り

組んでいるところもあります。ですから、

そういうところも踏まえて、今回緊急雇

用創出基金を活用し、全事業所を回りま

すので、市としましてはもう一度、摂津

市のこのパートタイマー等退職金共済の

制度が元本割れもなく、１％の運用益を

つけるのは、全国１２団体の中でも２番

目の給付率を維持しておりますので、引

き続き啓発に努めて、何とか加入をして

いただいて、パートタイマーの生活が安

定するように取り組んでまいりたいと考

えております。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　実体的な共済とは非常

に難しいんですけれども、加入者が、こ

の制度せっかくあるんですけども減って

いるというのが、別にこのパートの退職

にかかわるような条件がよくなっている

ということではないと思いますので、そ

れこそ皆さんに頑張っていただきたいと
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思っております。

○森内一蔵委員長　ほかにありませんか。

　南野委員。

○南野直司委員　このパートタイマー等

退職金共済制度につきましては、市内事

業所において働いておられる方の支援の

かなめとして運営していただいておりま

して、先ほど答弁ありましたけども、特

定退職金共済団体には１２団体ですか、

加入されておりまして、その中でも摂津

市は積極的に周知もしていただいて、運

営していただいていると思うんですけど

も、先ほど退会される方もありましてと

いう話がありましたけども、新年度は新

たな加入者をどれぐらい見込んでおられ

るか、お聞きしたいと思います。

○森内一蔵委員長　鈴木参事。

○鈴木生活環境部参事　南野委員のご質

問にお答えさせていただきます。

　平成２３年度におきましては、２月１

日現在になりますけれども、２２９名の

方がおられまして、平成２４年度に向け

ましては、２４０名を目標にしたいと思っ

ています。もちろん、数値的にはそれほ

ど高い数値になっておりませんが、退職

者の退会も考慮しつつ市内全事業所を回

ることによって、今まで退職金共済制度

を知らなかった方にも啓発できることか

ら、２４０名を上回ることができるんで

はないかと考え、取り組んでまいります。

○森内一蔵委員長　南野委員。

○南野直司委員　ご答弁いただきまして、

わかりました。新年度、２４０名を見込

んでおられるということでございます。

　前回もご答弁聞いておりましたら、若

干でありますが新たに加入される方もふ

えてきているという認識をしております

ので、更に周知の徹底をお願いします。

　これは要望という形でしておきたいと

思うんですけども、企業立地等促進事業

と、このパートタイマー等退職金共済の

メリットなどもあわせて、全企業に訪問

されてアピールされるということであり

ますけども、摂津市のホームページのトッ

プページですね、摂津市事業所ネットと、

それから就労支援ページをクリックした

ら出てきますけども、そこの画面に、も

し可能であれば、このパートタイマー等

退職金制度やっていますよとか、あるい

は、これは追加になりますけど、鳥飼茄

子の歴史とか、特徴とか、保存と普及活

動とかを、ぜひそういうホームページで

でも、ずっとクリックしていったら紹介

されておりますけども、すぐに出てくる

ようなことを考えていただいて、結構事

業所の方もホームページを見ておられる

と思いますので、「あ、こんな制度やっ

てんねや」ということでわかっていただ

けるように、ぜひアピールしていただき

たいなと思いますので、よろしくお願い

します。要望としておきます。

○森内一蔵委員長　ほかに質疑ないです

か。よろしいですか。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１０時１２分　休憩）

（午前１０時１５分　再開）

○森内一蔵委員長　それでは、委員会を

再開いたします。

　議案第１９号の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　杉本生活環境部長。

○杉本生活環境部長　ただいま議題とな

りました議案第１９号、摂津市墓地等の

経営許可等に関する条例制定の件につい

て、補足説明を申し上げます。

　なお、議案参考資料として、条例関係

その１の１ページから６ページの施行規

則もご参照いただきますようお願いいた

します。
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　第１条は、本条例の趣旨を定めており

ます。

　第２条は、用語の意義を法の定めると

ころとし、第３条は、墓地等の経営主体

を地方公共団体、宗教法人法に規定する

法人、墓地等の経営を目的とする公益社

団又は公益財団法人等にあって、市内に

事務所を有しているものでなければなら

ないと定めております。

　第４条は、墓地等設置の申請予定者に

対し、許可申請に先立ち、墓地、火葬場

等の計画の周知を図るため、予定地等に

標識を設置することを定めております。

　第５条は、その許可申請に先立ち、墓

地、火葬場等の予定地から１００メート

ル以内の建物の使用者、管理者に対し説

明会を開催し、その内容を市長へ報告す

ることを定めております。

　第６条は、標識を設置しないとき、説

明会を開催しないときは、これらを実施

するよう勧告することができると定めて

おります。

　第７条は、正当な理由なく勧告に従わ

ないときは、その者の氏名等を公表する

ことができると定めております。

　第８・９・１０条は、経営許可、変更

許可、廃止許可のそれぞれの申請書の記

載事項と提出する際の添付書類を定めて

おります。

　第１１条は、都市計画法や土地区画整

理法など、他の法律により許可があった

とみなされる処分があったときは、速や

かに市長に届けなければならないと定め

ております。

　第１２条は、第１項で、墓地及び火葬

場は、住宅及び病院、児童福祉法に規定

する児童養護施設等の敷地から１００メー

トル以上離れていなければならないこと

を、第２項で、飲料水を汚染する恐れが

ない場所に設置しなければならないこと

を、第３項で、墓地等の土地については、

当該墓地の経営者が当該墓地等の土地を

所有し、かつ所有権以外の権利が設定さ

れていないものでなければならないこと

を、それぞれ定めております。

　第１３条は、墓地の構造設備の基準を、

第１４条は、納骨堂の構造設備の基準を、

第１５条は、火葬場の構造設備の基準を、

それぞれ定めております。

　第１６条は、改装を必要とするときは、

改装が完了していることを確認しなけれ

ばならないと定めております。

　第１７条は、第８条の経営の許可申請

に掲げる事項に変更が生じたときは、速

やかに市長に届け出なければならないこ

とを定めております。

　第１８条は、工事の完了の検査等につ

いて、第１項で、墓地等の経営者は、正

当な理由がある場合を除き、許可を受け

た後３年以内に工事を完了しなければな

らないことを、第２項で、工事が完了し

たときは、市長に届けるとともに検査を

受けなければならないことを、第３項で、

検査を受けた後でなければ、墓地等を使

用してはならないことを定めております。

　第１９条は、墓地等の経営者に対し、

構造設備の修復等の措置、清潔に保つた

めの措置を講じるよう定めております。

　第２０条は、いわゆる土葬の禁止を定

めたものであります。

　第２１条は、無縁の焼骨等を発掘又は

収容したときは、一定の場所に保管し、

必要な事項を記録しておかなければなら

ないと定めております。

　第２２条は、規則への委任を定めてお

ります。

　附則に関しましては、平成２４年４月

１日からの施行を定めております。

　以上、補足説明とさせていただきます。

○森内一蔵委員長　説明が終わりました。
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　質疑に入ります。

　質疑のある方。

　弘委員。

○弘豊委員　議案第１９号にかかわって

少しお聞かせいただきたいなと思ってお

ります。

　一つは、条例制定にかかわって、今回

提案理由が墓地埋葬等に関する法律の改

正に伴ってということですけれども、こ

の法改正によって、市でも条例をつくら

なければならないと思うんですが、その

条例制定に至る経過での議論ですね、ど

のようにされたのかなということをお聞

かせいただけたらと思います。

　それから、市営墓地や、また民間の墓

地などの状況にかかわってですが、この

条例ができたことで市内の墓地にどのよ

うな影響と言いますか、変化があるのか

ということ。あと、職員の仕事の中で、

何かしら変化がと言いますか、こういう

ことをしていかなければならなくなった

ということ等々、この条例をつくる以前

とその後とでの違いについて、詳しくお

聞かせいただけたらと思います。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　そもそも、今回の条例

制定に至った経過につきましては、国に

おかれまして、地域の自主性及び自立性

を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律が、平成２

３年８月３０日に公布されました。これ

により、墓地埋葬法に関する法律が改正

されまして、今まで墓地納骨堂等及び火

葬場の経営の許可等の事務は、都道府県

知事の事務とされていましたが、今回こ

の改正によりまして、平成２４年４月１

日から市長の事務になったということで、

市におきまして条例を制定して、墓地の

経営等の管理をすることになりました。

　２点目のどのような影響があるのかと

いうことですが、今まで大阪府でやって

おられました墓地等の設置でありますと

か、増設でありますとか、火葬場の設置

でありますとか、納骨堂の設置でありま

す、それらの許可事務等につきまして、

大阪府から摂津市に移行するという内容

で、中身そのものにつきましては、大阪

府の条例をそのまま摂津市のほうに引き

継いでおります。変わっております点に

つきましては、墓地の経営をするときの

範囲ですね、府下に事務所を持つ公益法

人又は宗教法人という定めのところが、

市内に事務所を持つ公益法人、若しくは

その宗教法人という文言に多少変わって

いる部分ありますけども、内容について

はほとんど変わっておりません。

　職員の仕事の中での位置づけはどうな

るのかということですが、今後こういう

新設でありますとか、増設でありますと

かという内容が出てきたときについては、

市の職員の事務というのは当然発生して

きます。その事務手続は出てきますけど

も、それプラス、今まで位置づけがはっ

きりしていなかったんですけども、墓地

の中で、例えばいろいろそういう管理上

の問題、汚れているとか、排水に問題が

あるとかいうとこに対して、市の職員の

ほうで指導なり勧告なりをするような事

務が発生することがあると思います。今

のところ、そういう事例が出てくるかど

うか、我々としては予測できない部分が

あります。その辺が変わる部分でありま

す。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　これまで、府の行っていた

仕事を市のほうに事務事業の移管という

ことでお話いただきましたけれども、こ

れまでは大阪府がやっていた仕事ですよ

ね。そういったものが、私たちの目に見

えるとこではなかなかわからない部分多
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いですけれども、そうしたのが実際どの

程度あったのかなということですね、こ

れ１点聞かせていただきたいのと、それ

から許可の手続、もしあったとき、市役

所の市民課の窓口が対応するということ

になろうかと思うんですけれども、そう

したあたりは、なかなか一般の市民の方

が来られるということはないかと思うん

ですけれども、そういうことの周知とい

うか、お知らせというか、そういうのが

あるのかどうか、１点確認のため、お聞

かせください。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　どれぐらいの事務量が

出てくるか、どれぐらいの申請があるの

かいうのは、予測はできませんけども、

条例上で言いますと、公共施設の近辺１

００メートル以内には建ててはいけない

とか、つくってはいけないという条例上

の決まりがありますので、ほとんど新規

のお墓をつくれるところはないのかと思っ

ております。

　それで、府下の状況で、摂津市に関し

て言わせていただければ、ここ１５年ぐ

らいの範囲で設置されたところは、鳥飼

八町の北大阪霊園しかありません。それ

以前のお墓というのは、ほとんど村で管

理されているお墓が多くございます。そ

れとお寺のお墓多いので、今後それほど

出てくるものではないと我々は考えてお

ります。

　それと、市民課の窓口でどういう対応

をするのかということですが、もともと

市民課では市営墓地の管理という業務を

やっておりますので、市民からのお墓の

問い合わせ等は、もういや応なく市民課

のほうに電話がかかってくるケースが多

いですし、過去からそういう市営墓地に

かかわっておりまして、村の墓地等の関

係等も管理組合と関係を持っている部分

もありますので、今後そういうところと、

いろいろな形で業務は出てくるのかなと

思っております。仮に新規の墓地等が出

てきましたら、当然市民への説明会等が

ありますので、新たに設置される墓地の

経営者に対して、いろいろと指導等をし

ていくことになっていくかと思っており

ます。

○森内一蔵委員長　質疑をもう一回して

ください。少し答弁と違うので。

　弘委員。

○弘豊委員　わかりました。

　これまで、大阪府が事務的な許可の受

付等とかをやられたということから、市

へその分が移ってくるわけですけれども、

なかなかそういう件数もほとんどないの

かなという、ある意味、見通せる中で、

それぞれの市町村によって違いがあるの

かなというのはありますけれども、地域

の自主性や自立性ということを言われた

その法の改正ですね、そのあたりが、ど

うも当事者と言いますか、市のほうには

あまり合っていなのかなと思いますし、

そういう本当にその件数も少ないそうい

う事務事業であるならば、府がやるほう

が好ましいんじゃないかなと率直に思う

わけです。法の改正でありますから、や

むなしということでもあるのかなと思う

んですけれども、そういったあたりは、

大阪府や国にその見解を聞いたりとかす

るようなことがあったのかどうか。他市

なんかも含めて特に影響がないというこ

とで、条例だけつくってそうしているの

かどうか、そういった状況だけ最後にお

聞かせいただけたらと思います。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　答弁になるかどうかわ

からないですけども、２年ほど前に大阪

府のほうからこの権限、この事務につい

ては市町村に移管したいということで、
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本市の条例では平成２４年４月１日になっ

ていますけど、平成２３年の時点で、茨

木市でありますとか泉大津市は、事務の

権限移譲を受けておられました。

　去年の８月３０日にこの国の法律が通っ

た関係で、そういう大阪府の権限移譲じゃ

なくて、国がこういう形でおろしてこら

れましたので、急に大阪府のほうから、

まだ権限移譲を受けていない市町村に対

して、説明会を設けるということで、我々、

そちらのほうへ行きまして、国の法律の

改正ですので、もうこういう形でおろし

ていきますということは言われました。

市町村の条例の定め方についても、こう

いう模範的な条例の定め方をしていると。

　大阪府のほうとしても、やはりお墓で

すんで、市民の生活環境にも影響ありま

すし、また一方では、やっぱりお墓を必

要とされている市民、府民の方もおられ

るということで、何年もかけてこういう

形で積み上げてこられたものを、そのま

ま市町村に移行しますよということでし

たので、我々としては、特にそう受けざ

るを得ないということで受けました。

　それと、摂津市に関して言えば、もう

新たにできることもないだろうというこ

とで、それほど事務の負担がふえるもの

でもないと考えておりましたので、受け

てきたというのが実態であります。

○森内一蔵委員長　よろしいですか。

○弘豊委員　わかりました。

○森内一蔵委員長　ほかに。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　一つだけ確認したいと

思いますが、府から市へということで、

さっき事務所の場所が市内という話でし

たんで、今現在、それこそ法人管理の墓

所で、事務所とか連絡先を市内において

おられないというところはないんですね。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　１か所だけ、北大阪霊

園しかございませんので、それ以外のと

ころでは、まだ正式に事務文書を引き継

いでいるわけじゃないので、大阪府で把

握されている分のお墓が、どこに何基あっ

てとかというのはわからないんですけど

も、今我々が把握している範囲では、そ

こしかないと考えております。市外に事

務所を置いて摂津市で墓地を経営されて

いるところはないと考えております。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　全部文書が府からおり

てきたら、もしそういう事務所があれば、

連絡先なりを市内へ移してくれという指

導は入るんですか。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　それは、今引き継いで

いないので何とも申し上げられないんで

すけども、今答弁申し上げたように、北

大阪霊園以外のお墓については、ほとん

ど村で管理されている、お寺で管理され

ている、お寺で管理されていると言って

もそんな大規模なものではなくて、お寺

の敷地の隅にお墓をつくられているとい

うお墓しかないと考えております。それ

以外のお墓というのは想像できませんの

で、多分ないとしか言えないと思います。

北大阪霊園につきましては、敷地の中に

事務所を持っておられます。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　全部まだおりてきてい

ないということですよね。もし事務所が

市内にないとこれに反するという話にな

るのかなと思って。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　既に大阪府のほうで許

可を出されている部分については、もう

そのまま引き継いでいくしかないという

ことなので、ないとは思いますけども、

条例上はそうなります。
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○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　もしあったとしても、

指導はする必要がないということですか

ね。事務所を移してもらうとかいうこと

は。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　遡及はすることはあり

ませんので、それをこちらへ持ってきて

くださいという指導を、我々がする権限

はないと思います。

○森内一蔵委員長　よろしいですか。

○山崎雅数委員　はい。

○森内一蔵委員長　ほかにないですか。

　南野委員。

○南野直司委員　この墓地等の経営の許

可等に関する条例制定の件につきまして

は、法律の改正に伴って、大阪府から事

務の権限移譲を受けられたということで

ありますけども、第５条に、「墓地又は

火葬場の設置予定地から１００メートル

以内の建物の使用者、管理者等に対して

墓地の設置等の計画について周知させる

ための説明会を開催し、速やかにその説

明会の内容等を市長に報告しなければな

らない」とありまして、条例上１００メー

トルとなってくるのかなと思うんですけ

ども、文言で言いましたら。こういった

場合に、地域というのはもう切っても切

り離せないと認識しておるんですけども、

条例上は１００メートルと書いています

けども、本来であれば地元地域の自治会

等々にやっぱり説明会をとなってくるん

かなと思うんですけども、その点だけ、

考えをお聞かせいただきたいなと思いま

す。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　条例上は１００メート

ル以内としておりますけども、１００メー

トルにかかる自治会等があれば、そちら

も含めて周知するような形での指導はし

てきたいなと考えております。

○森内一蔵委員長　南野委員。

○南野直司委員　わかりました。

○森内一蔵委員長　ほかにはないですか。

よろしいですか。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１０時３６分　休憩）

（午前１０時３７分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。

　議案第２１号の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　杉本生活環境部長。

○杉本生活環境部長　ただいま議題とな

りました議案第２１号、摂津市規格葬儀

条例制定の件について、補足説明を申し

上げます。

　議案参考資料として、条例関係その１

の７ページから９ページもごらんくださ

い。

　第１条は、本条例制定の目的を定めて

おります。

　第２条は、定義として用語の意義を定

めております。

　第３条は、第１項で、規格葬儀の種別

を標準型と略式型の２種類とし、その内

容を定め、第２項で、料金やその他の規

格を規則で定めることとしております。

　第４条は、規格葬儀の対象者を、第５

条は、利用の方法を定めております。

　第６条から第１０条までは、市規格葬

儀を執行する葬儀業者について定めたも

ので、第６条は、指定葬儀業者の基準を、

第７条は、指定葬儀業者の指定を、第８

条は、協定締結の義務を、第９条は、指

定の取り消し基準を、第１０条は、執行

状況等の報告をそれぞれ定めております。

　第１１条は、規則への委任を定めてお

ります。

　附則につきましては、第１項、本条例
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の施行期日を平成２４年７月１日と定め、

第２項は、条例の施行に関する準備期間

の規定を、第３項は、施行日前後の従来

の市営葬儀の適用期間をそれぞれ定めて

おります。第４項は、摂津市斎場条例の

一部を改正し、従来の市営葬儀の区分を

廃止するとともに、死亡者が市民でなく

ても、使用者が市民であれば市内料金を

適用すること、第５項は、摂津市斎場条

例の一部改正の経過措置を定めておりま

す。第６項は、摂津市立葬儀会館条例の

一部を改正し、法要室の使用料を廃止す

るとともに、規格葬儀を利用する場合と

利用しない場合の使用料と、安置室の使

用料を定めております。第７項は、摂津

市立葬儀会館条例の一部改正の経過措置

を定めております。

　以上、本件の補足説明とさせていただ

きます。

○森内一蔵委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　市営葬儀を廃止して規

格葬儀にすると。この中身について、一

般質問ででも、それから一般会計でもい

ろいろるる説明していただきましたけれ

ども、私はどうしても市営葬儀をやめて

しまうというのがどうしても理解できな

い。今、市営葬儀の中でも、規則の中に

それこそメニューがたくさん入って、規

則を見れば、花一式何とかとダーっと並

んでますわ。それに料金をつけるとか、

はっきりさせていくということで、規格

葬儀同様に華美にならない、要するに規

格というのは可能なんではないですかね。

市営葬儀を行うことに対して何らかの支

障が出ているのか。それを解決するには

規格葬儀に変えていかんといかんのかと。

需要によって料金の改定なんかもあるで

しょうけど、それは別に対応できるんで

はないでしょうかね。

　更に言えば、市営葬儀やめてしまえば

葬儀屋にお任せをするという形になるわ

けですから、市営葬儀ではなくなりまし

たという言いわけとかに使われへんかと。

一般会計でもペナルティー、規格取扱業

者とか、業者への徹底なんかも出ました

けれども、既に葬祭をされる業者を、な

かなかコントロールできないというのを

追認していくようなもんではないかと思

うんですけども、それをご説明いただき

たいと思います。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　一般会計の答弁と繰り

返しになるかもしれませんけども、ご答

弁します。

　市営葬儀から市規格葬儀に移行してい

く一つの理由としましては、行革のメニュー

もあると思うんですけども、市のお金の

流れの中で、実態に即したという形で、

今まで料金を支払って、受け取りも全部、

業者の方がされているわけで、業者が中

間に入られて市営葬儀なり、一般葬儀も

そうなんでしょうけども、葬儀をやって

おります。その中で、お金の流れといた

しましては、一度業者を通して市に入っ

て、そのまま丸々そのお金を委託先の業

者にお渡しするという形です。

　もともと市営葬儀と言いながら、市営

葬儀ではないです。本来の市営葬儀とい

うのは、市の職員が自らやっていると。

近隣でしたら茨木市がやっているような

形で、すべてを市がやっていると。

　でも、摂津市は過去からずっとそうい

う形で、市営葬儀という名前をつけてやっ

てきたという経過があったと思います。

その中で、本市と同じようなやり方をさ

れている市町村が何市かあります。その

中で、こういう形で市の規格葬儀という

形にどんどん変えていっておられるとい
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う実態もありましたので、それで市の規

格葬儀という形で進めて、今回こういう

改革になったとご理解いただきたいと思

います。

　そもそも、市営葬儀が出てきた経過と

いうのは、大阪とかこの近辺が多ござい

まして、東京のほうでは市営葬儀という

のはほとんど見当たりません。その中で、

やっぱり大きかったんは生活改善運動と

かいう中で、市としても葬儀に積極的に

かかわって、華美になっている葬儀、そ

ういうものについては、市としてもそう

いう冗費を省けるなら市民のためになる

だろうと進めてこられました。そういう

時代から、もう４０年、５０年たってお

りますので、葬儀のありようもどんどん

変わってきて、市民意識も変わってきて

いる中で、市として市営葬儀という形で

やるよりも、市規格葬儀という形で一つ

の模範的な、模範と言ったら変な言い方

ですけども、こういう形でお葬儀をして

いただいたら市民にとっては損はないし、

厳粛でいいお葬儀ができますよという規

格という形を示させていただいたものと、

担当としては考えております。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　行革のメニューとして

というのは、別にお金がもうそれこそ行っ

て来いで変わらへんわけですから、どうっ

てことないと思うんですけれども。そう

いう意味で、これまでの、ここへ至った

ことよりもその前に、要するに、これま

で市営葬儀そのものが、市営葬儀、出て

しまいましたけど、名ばかりやったとい

うことですよね。だから、これまでに本

当は業者をしっかりと指導ができるよう

な市営葬儀を構築していくべきやったん

だと思うんですけれども、それができて

いなくて、名ばかりやったということを

追認して規格葬儀になっていくという流

れだと私は思うんです。だから、この規

格葬儀で、更に、市が責任を持って葬儀

をつくっていけるような仕組みを、本来

ならもっと追及すべきだったというとこ

ろがあろうかと思うんですが、そういう

意味でも、この時点で規格葬儀に変えて

いくのではなくて、もっと市営葬儀の改

善の中で、市営葬儀のコントロールをしっ

かりやっていけるような仕組みを、これ

から追及していくべきではないかと私は

思うんですけれども。

○森内一蔵委員長　杉本部長。

○杉本生活環境部長　議論のいろいろあ

るところでございますけども、まとめて

答弁させていただきます。そもそも、こ

のあたりは旧村だけの時代がありまして、

その時代は旧村で地元の方が自分たちで

やられる葬儀というのが、これが始まり

であったかと思います。その中で、だん

だん生活も豊かになってきた中で華美に

なってきたと。この流れがあり、その中

で新生活運動、昭和３０年代かと思いま

すが農村生活改善運動などがあったかと。

そんな中で、香典であるとか、樒である

とか、そういったものをどんどん自粛し

ましょうとか、村で決めましょうとかと

いうのがあった中で、やっていたんです

けども、今度は新住民が流入してきた中

で、今度は葬儀を担う方がおられない、

業者が入ってくる。こういう流れだと思

うんです。その中で、それこそ業者の言

いなりの流れがあって、それに対して市

営葬儀というものを発案されて、各市で

今やられている。これを隣の茨木市の場

合は、本当に職員が司会をし、霊柩車等

を運転されていかれるみたいな、そこま

で徹底した市営葬儀もあったんですけど

も、本市の場合はそこまでの、当時の事

情をよく存じませんけども、できなかっ

たということで、業者にお任せで、形は
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市営葬儀という名をつけて、標準的なも

のをということだと思います。実質的に

は市がある程度のものを決めて、規格的

なものを決めて市営葬儀という形をつくっ

てきたということです。

　お問いのように、それであれば市営葬

儀で変えていけばいいということだった

のかもしれません。ただ、この時代、い

ろんな内容、まだ後に出るかもしれませ

んけども、いわゆる葬儀自体をされない

直葬があったり、家族葬があったり、旧

来の華美な形式のものなど、さまざまな

ものが出てきたときに、個人の価値観に

対応できるような葬儀の形というのは何

かというのを考え、今までの市なり公の

部分が押しつける形ではなく、また業者

のいろんなオプションがある中で、華美

にならないけども自由な葬儀ができると

いうことを、我々としては考えたところ

で、これの答えが規格葬儀であったので

はないかなと思います。市営葬儀が云々

という言葉がありましたが、市営葬儀自

体が悪いということではなくて、これは

新しく対応させていただくということで

の、住民のニーズに対する行政の新しい

対応の仕方であると、ご理解をいただけ

ればいいのかなと思っております。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　もう要望にしたいと思

うんですけどね、市営葬儀をつくって、

こういうふうにしていこうというときの

理念が、結局、目的は果たされずに名ば

かりになってしまったということの、結

局追認というか、じゃあしょうがないか

ら規格葬儀にしましょうというところが、

どうしてもそこにあるような気がして、

私はすっきりはしないんですけれども、

先ほど報告も受けて、業者の指導も行っ

ていくと、規格葬儀の指定という名前も

つけていくと、メモリアルホールの使用

料なんかも変えていくということですか

ら、よりよい方向を、やはりこれからも

目指していただきたいと思います。

　まだ、すっきりしたわけではないです

けれども、その辺をぜひ、よろしくお願

いいたします。

○森内一蔵委員長　ほかに。

　弘委員。

○弘豊委員　私のほうからも数点お伺い

したいんですけれども。

　一つは、これまでの市営葬儀条例と今

回の規格葬儀条例とを比べた際に、最初

に書かれている目的、第１条で、市営葬

儀条例のほうでは、市民生活の改善に資

するためということで、一番最初に書か

れています。それから因習と虚礼を打破

して、市営葬儀に関する業務を行うこと

ということで、古くからの風習や上辺だ

けの礼儀、こういうものを打破してとい

うことで、これは先ほど船寺課長のほう

からもご説明ありました新生活改善運動

の中で、昭和３７年につくられて、大方

もう４７年以上たっているんですけれど

も、もともとのその目的については、も

う今は時代が違うとお考えなのかどうか、

その辺の認識をお伺いしたいという名の

が１点。

　それから、この市営葬儀条例の中には、

条例施行規則で使用料の徴収猶予であり

ますとか、使用料の還付、使用料の減免

という項目が設けられておりまして、市

営葬儀施設の使用料、これも減免制度が

あるわけですが、今回出されているこの

条例の中にはそういったことが触れられ

ておりませんけれども、こうした規則、

また減免制度等々がどのようになってい

くのか。

　もう１点は、この規格葬儀、今回の提

案でありますけれども、規格葬儀に移っ

たときに、これまで市営葬儀で、いろい
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ろ議会の中でも指摘されていた問題点が

あったと思うんですが、山崎委員も触れ

られました業者主導になっていく、そう

いう中で市葬儀をなかなか使用しない、

一般葬に誘導されるみたいな、そういう

ことがあるんじゃないのという、そうい

うことについてが改善されるのかどうか

ですね、そうした点について、３点お伺

いしたいと思います。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　第１条の部分で、市営

葬儀条例でうたわれていたことが消えて

いる部分にていてご答弁申し上げます。

　今回、条例制定をする中で、文言を見

ていく中で、今言われました部分につい

ては、第１条の市民の簡素、低廉にして

厳粛を旨としたという部分に、すべて含

まれていると考えましたので、この文章

で目的を定めております。

　２点目の、今まで規則で定めていた減

免等の部分についてはどうなるのかとい

うことですが、基本的には市営条例の部

分の規則を引き継ぎます。そのまま減免

でありますとか徴収猶予についても。今

回、規則については参考資料につけてお

りませんけども、その分については規則

に必ずうたっていく考え方です。

　業者指導についてどうなのかという部

分ですね。一般葬に流れていたという部

分ですが、一つはオプションの中で、ど

うしてもお花で送ってあげたいとか、も

う少しお花を置いたりとか、派手という

言い方はおかしいですけども、もう少し

立派なお葬儀をしたいというご要望があっ

て、その部分が一般葬へ流れていたんで

すけども、今回オプションの中で、花を

５万円、１０万円、１５万円、２０万円

とつくってきましたし、その意味では、

今まで一般葬へ流れた部分が規格葬に戻っ

てくると我々は考えております。

　なおかつ、メモリアルホールでの使用

料の料金に差を設けさせていただきまし

た。その部分で、やはり規格葬儀のほう

が半分ぐらいの使用料で済むわけですか

ら、そちらのほうを利用されるものと考

えております。その中で、業者指導につ

きましても、できるだけ規格葬のほうに

誘導してほしいということで、業者にも

お願いもしていきますし、我々としては

規格葬を利用される方向で進めていきた

いと考えております。

○森内一蔵委員長　それから、減免のと

ころと、それから従来より改善されたと

ころ、二つ聞かれています。

　船寺課長。

○船寺市民課長　改善された部分は、先

ほど説明させてもらったような、オプショ

ンを定めて花の利用ができるようになっ

た部分でありますとか、そういう部分は

改善されたと思っております。

　減免等につきましては、今までどおり

の形で、減免なり徴収猶予なりの制度を

規則で定めていきますので、その分につ

いては利用者の方に、ご不便をかけるこ

とはないと考えております。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　最初の目的の部分で、市民

生活の改善等々の部分は、簡素、低廉に

して厳粛というところに集約されるのか

なということでしたけれども、今の市民

生活自体等々を見たときに、先ほど船寺

課長も言われたように、なかなか葬式自

体あげない直葬でありますとか、そうい

う形を選ばれる方もふえてきているとい

うご説明がありましたけれども、やっぱ

りなかなかお葬式あをげられない方もふ

えてきているということで言いましたら、

裏を返せばあげるだけの蓄えがなくて、

もうお葬式をできないという方もふえて

いるわけですよね。生活保護世帯がこの
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間急増していてということも、皆さんも

ちろんご存じなわけで、そういった生活

保護の方たちのために、規格葬儀の中で

も略式層のコースも設けたということで

ありますけれども、これ多分、生活保護

を受けずにもうぎりぎりのところで頑張っ

ているという方たちで、また身内の方が

なくなられたけども、残った家族で考え

ると、もうお葬式をあげられないという、

そういう方の相談等々もやっぱりあると

思っております。

　そういった意味では、やっぱりこの葬

儀の点で、厳粛であり、また簡素、低廉、

安心して無駄なく安価でやれるような葬

儀というのを、しっかりと保証していく

ことということも行政として大事な役割

だなと私は思っているんです。

　確かにご説明あったように、業者指導

については、きちんとやられるというこ

とも言っておられますけれども、実態と

して、この間なかなかそうなってこなかっ

た部分もあります。また、この間、この

葬儀関係の改革案ということでご説明も

いただきました中では、業者やメモリア

ルホールや斎場から、市役所に対する報

告は随時求めていくということでありま

すけれども、そうした執行事項の報告は

ありますけれども、実際の指導という点

で、従来の市営住宅でやっている現行と

比べても、それは弱まるんじゃないのか

と思うわけです。

　実際に、その行革の中で、配置する職

員の業務量を減らしていくということに

もなっているかと思いますので、そのあ

たりの考えですね、これまではその委託

料という形で葬儀業者に、また予約や申

請は市役所にという形でのサイクルがあっ

て、ある意味それが、実質のところ市営

葬儀とは言っても民間委託でやっている

中では、この作業が二度手間なんじゃな

いのかということも考えてやられている

かと思うんですけれども、そこらあたり

を省いていくことが、単に事務事業をス

マートにしていくことだけになるのか、

その業者とのやりとりの機会も、それで

ぐっと減ってしまうんじゃないのか、そ

ういうことを懸念するわけで、そうした

ところをどのように検討されてきたのか

なということをお聞かせいただけたらと

思います。

　それから、減免にかかわって、規則は

これまでの市営葬儀条例に基づいて、規

格条例になっても減免制度等々を残して

いきますよということでご説明いただき

ました。そのことについてはぜひきちん

とお見せいただいて、また必要な方には

しっかりとお知らせもして活用されるよ

うに、要望としておきたいと思います。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　生活実態にあって苦し

いお家が多くなって、葬儀にお金がかけ

られないというお話ですが、その部分に

ついては今回、規格の中で略式型という

のを設けさせてもらってます。これは、

できるだけ安いお金でお葬式をしていた

だけるよう設けさせてもらったもので、

もう最低のお金しかかからないような形

になってますし、オプションについても、

利用できないような形で略式型を定めて

おります。確かに、お金がないからお葬

式ができないからというご相談はふえて

きてると思いますけども、そういう意味

でこの略式型を利用していただきたいな

と考えております。

　それと業者の指導の問題ですね。今ま

で委託業者の形になっていましたが、こ

の改正によりまして指定業者という形に

なりますので、やはり市の規則でありま

すとか、誓約書を結ぶ予定をしておりま

して、それに反することがあれば直ちに
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指定を取り消す方向で考えております。

委託でも同じようなやり方ではやってき

たんですけれども、委託よりも指定のほ

うが、指定を取り消されるということは、

業者にとっては大変厳しいことだと思い

ますので、委託していて違反があったか

らといって、委託料を払わないわけには

いかないという実態があると思いますの

で、指定を取り消されるという部分につ

いては、業者にとっては死活問題だと思

います。その辺は厳格に運用していきた

いと考えております。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　これまで市営葬儀というこ

とで、業者に委託してやってきた部分で

ありますけれども、ある意味今回、規格

葬儀になってきましたら委託というより

か、もう民営化、まるまるその業者のほ

うで、やってもらうということになって

いくのかなと理解していたわけですけれ

ども、そうした中で本当にその市民の方々

が、目的のところで言われました生活改

善の部分、もちろんその文言としては入っ

てないけれども、そういう思いで取り組

んでいきますよというそこのところは、

しっかりともってやっていっていただき

たいなと思いますのと、やはり葬儀にか

かる費用が、ほんとに大きくなっていく

傾向というのはあると思っていて、それ

を一般葬でなしに規格葬儀に誘導してい

く努力もされるということですけれども、

メモリアルホールの利用料のところで、

差もつけてということで言われている部

分が、一方で一般葬になったときには、

ほんとにその規格葬儀よりも、かなり費

用も多くなるということにつながってい

るなと思います。一般葬を選ぶのは、そ

の個人の方の選択だからということも言

われるかもしれませんけれども、そうい

うふうに行政が誘導してしまうというこ

とにならないようにということは、従来

から言っているその業者指導のところは

今後、規格葬になってもより一層強めて

いかないといけないという認識を、ぜひ

もっていただきたいと思っております。

　市としての役割、ずっと果たしていく

んだったら市営葬儀ということでやれな

かったのか、これはやっぱり私も思うと

ころでありますが、そういったところは

限界がそれぞれあるということの答弁に

なってしまうと思いますので、私からの

その質問と意見・要望とにして終わって

おきたいと思います。

○森内一蔵委員長　ほかには。

　南野委員。

○南野直司委員　この規格葬儀条例制定

の件につきましては、料金の透明性を向

上させて、市民の方が安心して利用でき

る規格葬儀に移行されるということでご

ざいまして、この現行の市営葬儀から規

格葬儀へ移行するについて、この市営の

葬儀取扱店とも協議をずっと重ねてこら

れたと思うんですけども、この内容等々

についてお示しされてどうであったのか、

皆さんどの業者も賛成と言いますか、納

得していただいたのかをお聞きしたいの

と、参考資料にわかりやすく書いてある

んですけども、７ページには斎場の使用

料について、現行では市営葬儀を利用す

る場合と、市営葬儀を利用しない場合と

がございましたけれども、改正案ではな

くなっております。

　それから、８ページのメモリアルホー

ル使用料につきましては、新たに規格葬

儀を利用する場合と、それから規格葬儀

を利用しない場合というふうに加えられ

ておりますけども、この根拠についてお

聞きしたいと思います。

○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　業者等の会議等につい
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ては３回ぐらいもってきました。その中

で、業者のほうからは大筋では特にご意

見はありませんでした。やはりオプショ

ン金額を定めておりますので、そのオプ

ション金額について細かなご意見はあり

ました。我々が思っていたよりもやはり

もっと安くできるというご意見もありま

したし、先ほど説明させてもらった花の

追加の利用も「これぐらいやったらいけ

るん違うか」「もっと安くできるよ」と

いうご意見もいただいておりますし、そ

の金額でもしも花を設定するならば、例

えば棺に入れる花が足りないというご意

見もいただきましたので、この価格に落

ちついたというところもあります。霊柩

車についても、今回市規格葬儀で霊柩車

は外させてもらったんですけども、我々

は高くなることをすごく心配していたの

ですが、「ランクを指定したらどうだ」

いうご意見もいただいてますので、その

辺については、パンフレットをつくると

きにランクを指定したりとか、規則の中

でランクを指定したりしながら、少しで

も安くできる規格葬儀にもっていきたい

と考えております。

　そして、斎場使用料につきましては、

おっしゃるとおり市規格葬儀になった関

係で、火葬料については５，０００円で

市営葬儀ができてたんですが、今、市営

葬儀は５０％ぐらいの利用率、５０％を

切るような状態になってますので、市民

の方の半分ぐらいが１万５，０００円の

火葬料を払っておられます。１万５，０

００円の火葬料を全体的にいただいてい

くべきという考え方がありましたので、

規格葬儀の本体部分を少し安くすること

で、料金的には今までの市営葬儀と変わ

らない金額で、火葬までできるいう料金

設定にもなっております。

　もう一点はこの市外・市内の利用の関

係の部分につきましては、最近、特別養

護老人ホーム等に親が入られて、市外に

居住されてる方がおられまして、その方

が摂津市の斎場で火葬されますと、市外

料金４万５，０００円をいただいてたん

ですけども、今までずっと摂津市に住ん

でいて、施設に入られたりして市外に行

かれたとか、そういうケースも多くなっ

てきてますので、施主が市内にお住みの

方については、市内料金で火葬があげれ

るよう火葬料金は変更しております。

　それと、メモリアルホールの際につき

ましては今までも説明してきましたけど

も、やはり規格葬儀に少しでも誘導した

いという考え方でこの料金設定をしてお

ります。一般葬は少し高いんではないか

というご意見もありましたけども、近傍

同種の市営の葬儀会館の料金等も調べさ

せていただきまして、その料金に近い形

でお願いしていきたいと考えております。

○森内一蔵委員長　南野委員。

○南野直司委員　今回、規格葬儀に移行

したということでとらえました。また、

市営葬儀取扱店の意見というのはいろい

ろ今後、移行してからの話ですけども聞

いていただいて、随時反映できるような

形でお願いしたいと思います。

　それから、先ほど斎場とメモリアルホー

ルの使用料についてご答弁いただいたん

ですけども、中身については、先ほども

答弁ありましたように低所得の世帯の方、

どうしても葬儀が出すのが厳しいという

世帯の方に対しては、略式型というのも

設けていただいて、そのようなことも配

慮も考えていただいているということで

ありますので、どうかよろしくお願いし

たいのと、もう一点だけ、事務の手続の

簡素化という観点からも考えていただい

ていると思いますけども、その部分、ご

説明いただきたいなと思います。
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○森内一蔵委員長　船寺課長。

○船寺市民課長　今回の条例改正の中で

事務の簡素化の部分につきましては、１

点は市に一度入っていた使用料の手続が

なくなっていくという部分になります。

　ただ、実態上としましては、やはりメ

モリアルホールの使用料でありますとか

火葬場の使用料については、市のほうで

手続をしていただかなければならないの

で、その部分については依然事務は残っ

ていきます。ただ、将来的には我々のほ

うとしても、この辺の事務も何とか簡略

ができないかなとは考えております。例

えば、施設の予約システムを入れること

によりまして、業者が楽になるのかなと

いう部分があるんですけども、例えば予

約の重複がなくなるという部分もありま

すので、そのようなことも将来的にはし

ていきたいと考えております。更に改革

は進めていくつもりでおります。

○森内一蔵委員長　南野委員。

○南野直司委員　ご答弁いただきまして、

わかりました。

　いずれにしましても、市民の方が安心

して利用できる規格葬儀へと移行してい

ただくようにお願いします。

　先日も委員会で言わせてもらったんで

すけども、パンフレット等のご案内につ

いては、できるだけ多くの市民の方に、

こういう葬儀に変わりますよということ

で周知徹底をしていただくようによろし

くお願いします。

○森内一蔵委員長　ほかにはないですか。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午前１１時１６分　休憩）

（午前１１時１９分　再開）

○森内一蔵委員長　それでは、委員会を

再開いたします。

　議案第３号、議案第１１号及び議案第

３５号の審査を行います。

　本件３件のうち、議案第１１号及び議

案第３５号については補足説明を省略し、

議案第３号について補足説明を求めます。

　福永保健福祉部長。

○福永保健福祉部長　議案第３号、平成

２４年度摂津市国民健康保険特別会計予

算につきまして、補足説明をさせていた

だきます。

　まず、歳入でございますが、１０ペー

ジ、款１、国民健康保険料、項１、国民

健康保険料、目１、一般被保険者国民健

康保険料は、賦課限度額の改正による増

は見込まれるものの、国保世帯所得の減

少や収納率の見直しなどにより、前年度

に比べ４．５％の減となっております。

収納率は現年度分が８７．５％、滞納繰

越金が１０％を見込んでおります。

　目２、退職被保険者等国民健康保険料

は、前年度に比べ１０．９％の増となっ

ており、退職被保険者等の増によるもの

でございます。

　款２、使用料及び手数料、項１、手数

料、目１、督促手数料は、前年度と同額

でございます。

　１２ページ、款３、国庫支出金、項１、

国庫負担金、目１、療養給付費等負担金

は、前年度に比べ０．３％の増となって

おります。国庫負担金の負担割合が３４

％から３２％に引き下げとなり、府調整

交付金に振り替えられたものの、医療費

や後期高齢者支援金負担金、介護納付金

負担金の増加により、微増となっており

ます。

　目２、高額医療費共同事業負担金は、

前年度に比べ１７．１％の増で８０万円

以上の高額医療費にかかる共同事業医療

費拠出金の増に伴い、その４分の１の法

定負担分を見込んでおります。

　目３、特定健康診査等負担金は、前年
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度に比べ０．１％の増で、特定健診、特

定保健指導にかかる法定負担分でござい

ます。

　項２、国庫補助金、目１、財政調整交

付金は、前年度に比べ２２％の増で、過

去の実績を参考に計上したものでござい

ます。

　目２、出産育児一時金補助金は、前年

度に比べ９５％の減で、平成２４年度の

国庫補助金の廃止に伴い、平成２４年３

月分のみ計上しております。

　款４、療養給付費交付金、項１、療養

給付費交付金、目１、療養給付費交付金

は、前年度に比べ２５％の増で、退職被

保険者等の増加によるものでございます。

　１４ページ、款５、前期高齢者交付金、

項１、前期高齢者交付金、目１、前期高

齢者交付金は、前年度に比べ４．１％の

増となっております。

　款６、府支出金、項１、府負担金、目

１、高額医療費共同事業負担金は、前年

度に比べ１７．１％の増で、先ほどの国

庫負担金と同様、高額医療費共同事業医

療費拠出金の増に伴うものでございます。

　目２、特定健康診査等負担金は、前年

度に比べ０．１％の増で、特定健診、特

定保健指導にかかる法定負担分でござい

ます。

　項２、府補助金、目１、事業助成補助

金は、前年度に比べ２０％の増となって

おります。

　目２、財政調整交付金は、前年度に比

べ３６．３％の増で、先ほどの国庫負担

金からの振り替えによる増などを見込ん

でおります。

　款７、共同事業交付金、項１、共同事

業交付金、目１、高額医療費共同事業交

付金は、前年度に比べ１４．７％の増で、

過去の実績を参考に計上したものでござ

います。

　１６ページ、目２、保険財政共同安定

化事業交付金は、前年度に比べ３．１％

の増となっております。

　款８、繰入金、項１、一般会計繰入金、

目１、一般会計繰入金は、前年度に比べ

１１％の増で、国保財政安定化支援事業

繰入金の増などによるものでございます。

　目２、保険基盤安定繰入金は前年度に

比べ２．４％の増となっております。

　款９、諸収入、項１、雑入、目１、一

般被保険者第三者納付金、目２、退職被

保険者等第三者納付金、目３、一般被保

険者返納金、目４、退職被保険者等返納

金は、過去の実績を参考に計上いたして

おります。

　目５、雑入は、現金給付の指定公費な

どを見込んでおります。

　次に、歳出でございますが、１８ペー

ジ、款１、総務費、項１、総務管理費、

目１、一般管理費は、前年度に比べ１２．

５％の増で、被保険者証の一斉更新のた

めの経費を計上したことなどによるもの

でございます。

　目２、連合会負担金は、前年度に比べ

０．２％の増となっております。

　目３、市町村部会負担金は、前年度と

同額となっております。

　項２、徴収費、目１、賦課徴収費は、

前年度に比べ１４％の減で、コンビニ収

納の導入により普通徴収員を廃止したこ

となどによるものでございます。

　２０ページ、項３、運営協議会費、目

１、運営協議会費は、前年度に比べ０．

３％の減となっております。

　款２、保険給付費、項１、療養諸費、

目１、一般被保険者療養給付費は、前年

度に比べ２．９％の増で、一人当たりの

費用額は、就学から６４歳までが約１９

万８，０００円、前期高齢者が約４９万

５，０００円、未就学児が約２１万５，
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０００円を見込んでおります。

　目２、退職被保険者等療養給付費は、

前年度に比べ２０．７％の増で、退職被

保険者等の増を見込んでおります。

　目３、一般被保険者療養費は、前年度

に比べ２．５％の減でございます。

　目４、退職被保険者等療養費は、前年

度に比べ２１．６％の増でございます。

　２２ページ、目５、審査支払手数料は、

前年度に比べ０．５％の増でございます。

　項２、高額療養費、目１、一般被保険

者高額療養費は、前年度に比べ６％の増

で、一人当たりの医療費の増加によるも

のでございます。

　目２、退職被保険者等高額療養費は、

前年度に比べ２．２％の減でございます。

　目３、一般被保険者高額介護合算療養

費及び、目４、退職被保険者等高額介護

合算療養費は、前年度と同額でございま

す。

　項３、移送費、目１、一般被保険者移

送費及び、目２、退職被保険者等移送費

は、前年度と同額でございます。

　２４ページ、項４、出産育児諸費、目

１、出産育児一時金及び、目２、支払手

数料は、前年度と同額でございます。

　項５、葬祭諸費、目１、葬祭費は、前

年度に比べ２．７％の減でございます。

　項６、精神・結核医療給付費、目１、

精神・結核医療給付金は、前年度に比べ

２．６％の増でございます。

　２６ページ、款３、後期高齢者支援金

等、項１、後期高齢者支援金等、目１、

後期高齢者支援金は、前年度に比べ９．

９％の増で、一人当たりの後期高齢者支

援金等の増加等によるものでございます。

　目２、後期高齢者関係事務費拠出金は、

前年度に比べ１６．４％の減となってお

ります。

　款４、前期高齢者納付金等、項１、前

期高齢者納付金等、目１、前期高齢者納

金は、前年度に比べ５６．５％の減で、

一人当たりの負担調整対象見込み額が減

となったことによるものでございます。

　目２、前期高齢者関係事務費拠出金は、

前年度に比べ１５．９％の減となってお

ります。

　款５、老人保健拠出金、項１、老人保

健拠出金、目１、老人保健事務費拠出金

は、前年度に比べ２５．７％の減となっ

ております。

　２８ページ、款６、介護納付金、項１、

介護納付金、目１、介護納付金は、前年

度に比べ７．６％の増で、一人当たりの

介護納付金の増によるものでございます。

　款７、共同事業拠出金、項１、共同事

業拠出金、目１、高額医療費共同事業医

療費拠出金は、前年度に比べ１７．１％

の増で、８０万円以上の高額医療費の増

に伴うものでございます。

　目２、保険財政共同安定化事業拠出金

は、前年度に比べ２．９%の増となって

おります。

　目３、高額医療費共同事業事務費拠出

金は、前年度に比べ１０％の減となって

おります。

　目４、保険財政共同安定化事業事務費

拠出金は、前年度に比べ７１％の減となっ

ております。

　目５、その他共同事業事務費拠出金は、

前年度と同額となっております。

　款８、保健施設費、項１、保健施設費、

目１、特定健康診査等事業費は、前年度

に比べ１３．６％の減で、過去の実績を

参考に計上したものでございます。

　３０ページ、目２、保健衛生普及費は、

前年度に比べ９３．１％の増で、療養費

適正化推進業務委託料を計上したことに

よるものでございます。

　款９、諸支出金、項１、償還金及び還
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付加算金、目１、一般被保険者保険料還

付金、目２、退職被保険者等保険料還付

金は、前年度と同額となっております。

　３２ページ、款１０、繰上充用金、項

１、繰上充用金、目１、繰上充用金は、

累積赤字解消のため計上いたすものでご

ざいます。

　款１１、予備費、項１、予備費、目１、

予備費は、前年度と同額となっておりま

す。

　以上、予算内容の補足説明とさせてい

ただきます。

○森内一蔵委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。

　質疑のある方。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　国民健康保険特別会計、

国民健康保険に関する三つの議案に対し

て質問をさせていただきます。

　まず、国民健康保険ですね。保険料に

ついてまず伺いたいと思います。

　以前から議論をしてきましたけれども、

国民健康保険は加入世帯の７割が所得２

００万円以下という低所得というたら怒

られるんかもしれませんけれども低い方々

ですね、この方々に７割ということです

から支えられているという意味では、ほ

んまに負担の重たいものになっていると。

限度額に達するという加入者は非常に少

ないということが現実ですね。医療費の

負担を保険料に求めるのが大変な状態で、

国からの交付をふやす必要があるという

のはこれまでも言ってきたところですけ

れども、今度、公的資金が減らされ続け

る中で、市からの繰り入れに頼らざるを

得ないということで、保険料軽減のため

の繰り入れの充実を求めるものでありま

すが、つまり保険料全体、払える保険料

に引き下げていく必要があると考えてお

りますけれども、保険料引き下げについ

てのお考えをお聞かせいただきたいと思

います。

　次に、人頭割で家族の多い方ほど保険

料が高くなる。所得の割合に対して家族

が多いほうが負担が多い。この現実を改

善するために前回、５割、５割という形

で改悪もされてきているわけですけれど

も、これも考え方を変えていくつもりが

ないか、お聞かせいただきたいと思いま

す。

　今回、議案第３５号で出ている限度額

の改定ですけれども、去年に引き続いて

の連続値上げですね。

　実態としてこの限度額が、高額所得者

の負担を制限しているというよりも、中

間所得層の負担が押さえられているとい

う状態なのが現実ではないかと。保険料

収入がふえるというのは１，０００万円

程度とお聞きをしております。影響を受

けないほかの世帯の保険料を抑えるとい

うことにはもうほど遠い状態ではないか

と。

　代表質問で部長の答弁でも、中間所得

層への緩和という言われ方をされました

けれども、今の状態では、これを引き上

げることが中間層の負担をふやすことに

つながると考えているんですけども、お

考えを聞かせていただきたいと思います。

　保険料の引き下げ、人頭割の考え方、

限度額、この３点についてお聞かせいた

だきたいと思います。

　次に、制度の運用について伺いたいと

思うんですが、一部負担金減免制度です。

一部負担金、窓口での負担を保険で払え

ない方のために負担をするという制度で

すけども、予算としてはもう、給付額の

中に入ってるかと思うんですが、この制

度は医療費負担が困難な加入者に窓口の

負担を免除して、保険会計で給付を行う

というものですけども、これは原則３か
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月適用と。その後、更新、今現在１回し

か認めていないと。つまり半年間しか使

えない。これはなぜかと。

　池田市では複数回の更新、通年での適

用ができていると聞いております。適用

される基準が生活保護並みの収入しかな

いという世帯ですから、年間を通じて収

入状況が変わらなければ適用すべきでは

ないか。生活保護並みの収入というかそ

の基準というんですから、生活保護同様、

収入は生活費に消えてしまうわけですか

ら、医療費の負担ができないというのも

当然ではないかと思っているわけです。

健康保険制度は、国民が等しく医療を受

けられるようにするための制度ですから、

医療費の払えない加入者の医療費を負担

するというのは当然ではないかと。この

一部負担金減免制度が通年で使えないの

は、その国保条例の施行規則の第３条の

２の第３項で規定されているのは承知し

ておりますけれども、この制限そのもの

が今まで述べたように、正当な理由が見

当たらないと考えているんですけれども。

ここで災害のときは延長できる、１年間

適用できるということも災害のときはあ

るわけですね。災害以外はなぜ延長でき

ないのかと。改正の必要があると考えて

るんですけども、お考えを聞かせていた

だきたいと思います。

　次に、滞納処分についても伺いたいと

思いますが、滞納の処分のやり方ですね。

件数はあまりふえてないということです

けれども、現実にやっていくということ

を言われております。学資保険を差し押

さえたり、これは人道的なものですけれ

どもね。それから、生活費は給与を含め

て差し押さえができないというはずです

けれども、通帳に入った途端に区別がわ

からんようになるということで、通帳の

預金、市民税なんかのほうでよくやられ

てるんですけれども、給与の翌日に押さ

えるということ、私たちはおかしいんじゃ

ないかと。いわゆる脱法的な行為だとい

う言い方をしてるんですけども、差し押

さえと看過の状況、国民健康保険にかか

わる部分を教えていただきたいと思いま

す。

　次に、毎回聞かせていただきますけれ

ども、資格証及び短期証の発行状況をお

聞かせいただきたいと思います。

　それから、国民健康保険の広域化とい

う議論が、国のほうでも大分前へ進んで

きているという状態ですけれども、この

議論について、摂津市としてどう考えて

おられるのかということをお聞きしたい

と思います。数字的にはあんまり出して

ないんですけれども、お願いをいたしま

す。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　それでは、山崎委

員のご質問に対してご答弁させていただ

きます。

　保険料の引き下げができないかという

お問いでございますが、まず公費が、国

との負担につきましては、平成２５年度

まで暫定措置とされておりました、国民

健康保険の基盤安定負担金の上乗せ分で

ある保険者支援分につきましては、平成

２６年度までの延長が決定されまして、

平成２７年度からは拡充の上、恒久化さ

れるということになっております。拡充

の内容につきましては、新たに２割軽減

の対象者を含めるとともに、補助基本額

を保険料の調定額に改めるというもので、

財政危機に陥っている団体につきまして

は、収納率が低いところが多く、こういっ

た改善は非常に歓迎されるものと聞いて

おります。低所得者の軽減措置の拡充に

よりまして、社会保障費の削減について

は、一定、歯どめがかかったのかなと考
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えております。

　ただ、保険基盤安定繰入金の４分の１

につきましては、市の一般財源でござい

ます。また、保険財政安定化支援事業繰

入金は、本市が交付税の不交付団体であ

ることから、全額市の一般財源でござい

まして、これ以上の保険料軽減のための

繰入金の増加については、過日の本会議

におきましても、財政の担当部長から非

常に厳しいということで、ご答弁をさせ

ていただいているところでございます。

　引き下げができないかということでご

ざいますけれども、私どもも今まで医療

費の適正化ですとか資格の適正化を徹底

するとともに、収納率向上対策を行いま

して、平成２１年度から凍結、実質的に

は、平成１８年度から保険料はずっと据

え置いておりまして、こういった状況で、

補足説明で部長から申し上げましたよう

に、介護納付金ですとか、あるいは後期

高齢者支援金、サービスの使用料が上がっ

ていることによってふえている拠出金、

それをいろんな努力で賄って、何とか据

え置きをしているという状況でございま

すので、財政当局からは、使ってふえた

分は払うのは当然であると言われており

ますけれども、何とか今頑張っているよ

うな状況ですので、ご理解をよろしくお

願いしたいと思います。

　それから、家族が多いほど負担がふえ

る状況についてということでございます

が、条例上、応能負担と応益負担が５０、

５０ということでやっております。その

負担の仕方については、均等割と平等割

をそれぞれ所定の割合でいただくという

ことになっております。ですから、これ

については、現条例を変えることなしに

はこういったものを変えることはできま

せんが、保険料の算定につきましては、

今までいろんな方式がありましたけれど

も、広域化等によって今、集約の方向に

向かっております。

　例えば、東京などでは住民税方式をさ

れていましたけれども、それは旧ただし

書き方式にそろえていくいうことで、平

成２５年度には、すべての団体が旧ただ

し書き方式になると聞いております。そ

れに加えまして、広域化によりまして都

道府県単位での集約が今後、どんどん図

られていくと思います。

　基本的には、今ある本市のような形の

ものがすべてになっていくのではないか

と思います。ただ、地方につきましては

所得が少ないので、どうしても資産割と

いうのが必要になってくるいうところも

あるとは聞いておりますので、その辺の

バランスをどう取っていくのかというの

は課題としてはございますけれども、基

本的には今のような形で集約されていく

と考えております。

　それから、賦課限度額の改定につきま

して、中間所得層の負担緩和のために実

施されるものでございます。それがかえっ

て中間層の負担がふえているのではない

かというお問いでございますけれども、

賦課限度額につきましては、本市の場合、

標準世帯といわれる４人世帯で見ますと、

医療費分で約５６４万円、給与収入に直

しますと７６０万円になっております。

中間所得者層が一体どこなのかというこ

とですけれども、本市の場合は、比較的

高い所得の方が対象となっているという

ことで、上げることによって１，０００

万円調定額がふえます。１，０００万円

を捻出するというのは、今の状況では大

変なことですので、先ほど申し上げまし

たように、４人家族で７６０万円を超え

る世帯の方には、申しわけないですけれ

ども若干の負担をしていただいて、でき

る限り据え置きを続けていきたいと考え
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ております。

　それから、一部負担金減免のお問いで

ございますが、一部負担金減免につきま

しては、平成２３年度の実施状況はまだ

集計できておりませんので、平成２２年

度の一部負担金の減免の状況でございま

すが、全申請件数４９件について、全件、

減免を適用させていただいております。

　本市の制度でございますが、国の基準

のような資産基準を設けておりません。

国の基準では、貯金通帳を持ってきて資

産条件を確認することになっております。

また、対象も入院だけでなく通院を含め

ているため、国基準とした場合の１０倍

程度の拡大をしております。６か月の制

限をなくしてはどうかということですが、

大規模な災害については現行制度でも対

応をさせていただいておりますが、本来

この制度は、所得の減少を想定しており

まして、通院を含めた医療費の全部減免

を長期に継続しなければならないような

ケースにつきましては、一部負担金減免

制度では想定されておらず、医療保険制

度としても対応が非常に困難であると考

えております。

　また、新たな制度の創出につきまして

は、財源の手当てが必要となるものでご

ざいますので、今、府でも入院だけでな

く通院も含める、あるいは資産要件を設

けていないということで、かなり進んだ

制度と思っておりますので、何とか現制

度を維持したいと考えております。

　それから、滞納処分についてでござい

ますが、国民健康保険につきましては、

先ほども申し上げましたように、高齢化

への進展とか医療費の高度化により、医

療費の増加が歯どめがかからないような

状況で、後期高齢者支援金であるとか介

護納付金もどんどんふえていく、そういっ

た支出の増加が続く中で、いろんな対策

をいたしまして、保険料の据え置きをさ

せていただいております。このような状

況の中で、保険料というのは医療を守る

ための貴重な財源でございます。保険料

の負担能力が低い方につきましては、減

免制度の活用や個別の事情をお聞きする

中で、分納約束などをさせていただくこ

とによって対応しておりますけれども、

支払う能力がありながら滞納をされてい

る被保険者につきましては、被保険者間

の公平のため、やむを得ず滞納処分をさ

せていただいているところでございます。

　滞納処分に当たりましては、滞納者ご

本人への影響を考慮し執行いたしている

ところでございまして、先ほどの通帳に

入った途端という話ですが、これについ

ても私どもは、大阪市のように通帳をま

ず全部解約して、後から要る分だけ申請

したら返します、みたいなことはしてお

りませんので、適正に執行しているもの

と考えております。

　それから、短期証・資格証の状況でご

ざいますが、短期証につきましては、平

成２２年度末が１，６２５件でございま

して、平成２４年１月末現在で１，４２

６件となっております。

　それから、資格証につきましては、平

成２１年度が５７件でしたが、平成２２

年度は４２件、平成２３年度につきまし

ては１月末に更新をしておりますので、

２月１日の更新時点で３０件となってお

ります。

　短期証につきましては、特に私どもと

しましては保険料納付の貴重な接触機会

と考えておりまして、これをなくすとい

う考えはございません。また、資格証に

つきましては、できる限り接触に努めて

おりまして、徐々にですが減少している

という状況でございます。

　それで、資格証の方につきましても医
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療が必要な場合、窓口にご相談いただき

ましたら、医療の制限をするということ

はしておりませんので、ご理解をよろし

くお願いいたします。

　それと、広域化でございますが、広域

化につきましては、大阪府が平成２２年

度に大阪府広域化支援方針を策定いたし

まして、平成２２年度から平成２４年度

までの３か年、その方針に基づいていろ

んな助言等をしていただいております。

目的といたしましては、市町村国保の運

営の広域化や財政の安定化でございまし

て、府内市町村の国保に共通する収納率

などの目標設定や、医療費適正化の取り

組みなどを一層推進するための方針となっ

ております。広域化支援方針の策定の影

響につきましては、保険財政共同安定化

事業の拠出方法の見直しがございまして、

平成２３年度から本市の拠出額が、平成

２３年度予算では４，５９７万円増加を

しているところでございますが、これも

過日の議会でご説明させていただいたか

と思うんですけれども、平成２２年度の

国の調整交付金、収納率によるペナルティー

分として、減額される分が４，０７２万

円の予定であったものが回避されて、差

し引きでは、年度は違いますけれど５０

０万円前後の損失でおさまっています。

これを大阪府下全体で見ますと、約５０

億円の調整交付金の減額が回避されてい

るということになっておりまして、大阪

府下全体では大きな効果があるというこ

とでございますので、もともとの広域化

支援方針の目的が、非常に財政の苦しい

市町村の応援ということでございますの

で、その方針に従った効果が出ているの

かなと考えております。また、その特別

調整交付金につきましては、交付基準が

大きく見直されておりまして、本市の場

合は現在のところ、交付金については増

額の見込みとなっております。

○森内一蔵委員長　以上ですね。

　よろしいか。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、続けて質問、要

望も入れながら話したいと思うんですけ

ども。

　保険料については、財政のというかや

りくり上、ほんまに厳しいというのはる

る説明いただいているんですけれども、

医療が等しく受けられるというところに

保険料を払い続けなければいけない。生

活が成り立たないのに保険料のほうが高

いというか、収入の１割ですね、ほとん

どそういう方がふえてきてるんですね。

それこそ、１か月分の給料というか収入

が、年間でいうと保険料に消えるという

状態は、決して低いということではない

と思うんです。それで、その福祉の精神

ですね、それこそ医療が受けられるよう

に、皆さんが加入状態を保っておられる

ようにということで、安くするという精

神で保険料を要求していっていただきた

いと思います。何度もやってますから、

それ要望としておきます。

　一部負担金減免制度は、資産要件もな

くてすぐれた制度だというご説明でした

けれども、使えない状況が半年なり３か

月なりあるという状態ですと、その方の

生活、医療費を払えない状況というのが

あるというのを考えないかんと。医療抑

制で健康を害してはそれこそ元も子もな

いのではないかというところで、すぐれ

た制度だとおっしゃってますけれども、

更に要件を考えていただいて、医療費が

払えないから医者に行けないという状況

をなくしていただきたいと思います。

　それから、滞納処分も大阪市よりまし

という話ですけれども、しっかりと滞納

されてる方とコンタクトをとって、差し
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押さえしないまでも払えるような話し合

いをぜひしていただきたいと思うんです

が。

　それから、その接触のための資格証、

短期証の発行やという話ですけれども、

資格証とか短期証の発行は、医療からの

排除がなされるというのが一番の問題だ

と思うんです。住民の命と健康を脅かす

だけだと私たちは考えておるんですけれ

ども、資格証や短期証になった方々、そ

れから派遣切りで無保険になった方々、

こういった、医者にかかれず重症化する、

死亡をするという例が全国であるという

以上、本市でも起きないという補償はな

い。全日本民主医療機関連合会の調査だ

けでも、生活困窮で受診がおくれたとい

うことによる死者が、２０１０年で７１

人になると聞いてます。資格証や短期証

の発行をせずに、滞納者への接触を図る

努力というのを求めたいと思います。お

考えがあったらお聞かせいただきたいと

思います。

　広域化の議論ですけれども、広域化す

るなら交付金もという流れがきてるんで

すけれども、この広域化せないかんとい

う流れに乗っていくというのは、私はど

うかと思うんですけども。保険料の格差

を問題にして、これを解消するための広

域化という議論が続けれられているわけ

ですけれども、負担の状態がもう大変だ

と、もう払えない高い保険料になってい

るということを問題にしていない。悪い

ほうに統一していく、弱者同士の痛みの

分かち合いを法律でつくっていくという

ことが、格差是正であるということには

ならないと私は思っているんです。広域

化してもよいことはないという議論も広

がっている。既に、複数の国保広域連合

が北海道ではつくられているわけですけ

れども、広域化でサービスがよくなると

言われとったのに保険料は上がり続けて

いる。それから、一般会計の繰り入れが

できない広域連合は、脱退したいという

不満も出ていると聞いてるんです。法制

定までには自治体の意向を聞く手続をいっ

ぱいとられると思うんです。これまでに

も総論賛成で各論でおかしいという話を

何回かされてきておりますけれども、総

論賛成でいってしまうと大変なことが起

きると思いますので、明確に反対を表明

されたいと思うんですけれども、お考え

を聞かせていただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　以上、２点について。

　堤次長。

○堤保健福祉部次長　それでは、山崎委

員の２回目のご質問についてご答弁申し

上げます。

　まず、資格証・短期証のことでござい

ますが、資格証や短期証を発行せず接触

ができないかというお問いでございます

が、実際に私が平成２１年度に国保担当

課長となりまして、一番に目標を掲げて

やってきましたのが、この滞納されてい

る方との接触でございます。

　結論を申し上げますと、それは非常に

厳しいというのがこの３年間やってきた

結果でございます。特に、私が「あー」

と思いましたのは、医療機関にお勤めに

なっている方が資格証になっており、実

際には社保を持っておられる、こんな方

がいらっしゃったということです。結局、

国保から送られてくる書類は見ずに、も

う国保は関係ないということで全部捨て

られていて、一切の接触がとれなかった。

たまたま、お盆にお電話させていただい

たところ、お盆休みでいらっしゃった。

「私、もう何年も前から社保持ってます

よ」ということです。こういうことがや

はり起こる。実際に、滞納処分でもそう

ですけど、滞納処分までしてはじめて
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「おれは社保あんねん」ということが出

てきます。そこまでになるまで、それこ

そもうその滞納処分に至るまで、もう何

十回、何百回という形で、いろんな書類

を送らせていただいております。何でこ

んなに送ってくんねんということで、お

しかりを受けることもあるんですけれど

も、これはやはりそういう行き違いがあっ

てはいけませんので、何回も何回も慎重

には慎重の上でさせていただいておりま

すが、それでも、私は関係ないんだとい

うことで一切見ないという方がたくさん

いらっしゃいます。ほんとに職員もよく

やってくれているんですけれども、結局、

そういう方がいらっしゃって、その方に

関して後年度の拠出金等が一人当たり十

数万円かかってきます。それを一体どな

たが負担するのかということを考えます

と、やはり早期に接触ができない方につ

いては、こういったことをしてでも接触

をさせていただいて、何とか早く喪失の

手続をしていただくため、そういったこ

とはやむを得ないというか、ほかのまじ

めに払っていただいている方の負担をこ

れ以上ふやさないというためにも、これ

はもう、私たちがやらなければいけない

ことではないかと考えております。

　それからもう一点、今の広域化に乗っ

ていくのはどうかと思われるというお問

いでございますが、確かに今の広域化の

話でも、摂津市の場合は四千何百万円も

負担がふえて、結局４，０００万円ほど

は返ってきているんですけれども、五百

何万円は損しているんじゃないかという

ことはあると思うんですけれども、私が

課長になりました平成２１年当時、門真

市・守口市の国保がＮＨＫでも大きく取

り上げられて、大変や大変やということ

で、いろいろと報道に取り上げられて問

題になっていました。摂津だけ考えれば

やはり何とか摂津の市民を守りたい。で

も、医療という制度を、皆保険という制

度を守らなければいけないということを

考えれば、またおのずと違う答えが出て

くると思っています。北摂でも、北摂だ

け考えたら損だよねという話は、担当の

会議でも出てくることは確かでございま

すけれども、ただ、それが国民皆保険を

守ることになるのかどうかというのは、

非常に私どもの心の中も苦しい状態でご

ざいます。ですから、これに明確に反対

をというお問いでございますけれども、

私どもは皆保険を守るためには、何とか

これは広域化をしてでもやっていかなけ

ればならない。しかし、摂津の市民を守

るためには、広域化の中でもできる限り

の努力はしていきたいと考えております。

○森内一蔵委員長　山崎委員、後でまた

でよろしいか。

　暫時休憩いたします。

（午後０時２分　休憩）

（午後１時　　　再開）

○森内一蔵委員長　それでは、再開をい

たします。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、３回目の質問で

す。質問というか要望になるかもしれま

せんけども。

　私、滞納とか資格証とか保険加入者へ

の接触ですね、手続をきちんと取られて

ない方、こういう不心得というか、そう

いう方とか払えるという方を問題にする

というよりも、子どもの資格証の発行を

やめるという流れができたときに、子ど

もが学校の保健室へ来て「うち、保険証

がないねん。薬くれ、先生」いうて、保

健室に飛びこんでこられるという方がお

られたということから始まっているんで

すよ。資格証にされて、全額払わないと

医者にかかられへんと。お金の余裕が全
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然ないという人が資格証になってしまっ

ているということは、医療からの排除で

すよね。一部負担金の減免制度も一緒で

すけれども、お金がないから医者にかか

られへんという事態を、今の現状でも起

こしているんではないかというのが非常

に問題なわけでありますから、ここの改

善のためにも、資格証の発行とか、一部

負担金を減免して使えるようにするとか、

払える保険料にしていくということが大

事なんではないかと思ってるいるのです

が、そういう流れが今現状ある中で、広

域化という話になれば、門真市・守口市

の状態を言われましたけれども、それに

あわせるということになってしまうんで

はないかということですから、この制度

を福祉の気持ちで、今現状、お金を入れ

ていくと、制度の改善をしていくという

ことが求められていると思うんですけれ

ども、ご意見として聞いていただいて、

また今のままでいいという話にはならな

いと思うんですけども、お聞かせいただ

きたいと思います。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　山崎委員の３回目

のご質問にご答弁申し上げます。

　まず、子どもの資格証から端を発して

いるというご質問でございますけれども、

本市では、平成２０年１０月に保険証を

個人単位でカード化いたしました際に、

国の改正に先駆けて、義務教育児童・生

徒に対する資格証の交付は取りやめてお

りまして、平成２１年３月時点では、資

格証を交付された義務教育児童は、もう

既にいなかったという状態でございまし

た。

　また、１８歳未満の高校生の資格証に

つきましても、私が着任しました平成２

１年度の当初、５件ほどございましたが、

平成２１年度に積極的に接触を図った結

果、もう２１年１２月現在ではゼロ件に

なりまして、その後、法改正がございま

して、１８歳未満の子どもにも短期証の

義務づけがされたという経過がございま

すので、私どもはあくまでも、接触を最

優先にして事務をさせていただいている

ところでございます。

　それと、お金がないから医療証が受け

られないという人はいないかというご質

問で、門真市・守口市に合わせるのでは

なくということでございますけれども、

皆保険という制度ですので、摂津市だけ

がうまくいっていて、大阪府下のほかの

市町村がうまくいってないということは、

やはり全体の中で考えにくいのではない

かと思います。

　１２月ごろでしたか、国から医療費の

推計が出ておりましたけれども、何年か

後には医療費が１．５倍にも２倍にもな

るという話です。そうなりますと、今は

摂津市はかなりの繰り出し金を入れてい

ただいて、頑張ってるし頑張れているけ

れども、じゃあ医療費が１．５倍になっ

たときに頑張れるのか。短期的に見れば

北摂は損ですけれども、でも長期的に見

たときに本当にこのままで持つのかと言

われると、じゃあそれで持つとはとても

思えないような現状がございますので、

ストレートにお答えできるようなもので

はないんですけれども、広域化のご質問

でもお答えしましたように、短期的に見

れば北摂は損ですけれども、長期的なこ

とを考えると、もちろん国が最終的には

きちんと財政的に責任を持ってと、その

部分は山崎委員と心は同じでございます

けれども、その上できちんと皆保険が守

れるような措置をぜひ国にはしていただ

きたいと考えております。

○森内一蔵委員長　よろしいですか。

　ほかに。
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　弘委員。

○弘豊委員　それでは、私のほうからも

数点お聞きしたいと思います。

　まず、歳入のところで特別会計予算書

１２ページになりますが、出産育児一時

金補助金ということで、新年度は１０万

円の予算が組まれております。昨年は２

００万円ということで、この減というこ

とで１０万円残ってるんですけれども、

これについてお聞きしたいのと、それか

ら１６ページにいきますけれども、一般

会計繰入金で、先ほどの出産育児一時金

繰入金ということで、一般会計のほうか

らの繰り入れで５，６００万円あがって

おりますが、そこのところの動きをお聞

きしたいと思います。

　それから、一般会計の繰り入れは全体

としてはふえてるわけですけれども、そ

の項目の中で療養給付費負担金減額分の

繰入金というのが２，２５４万円ありま

すが、昨年まではこうした繰り入れはな

かったかなと思いますが、この中身につ

いてもお聞かせいただきたいと思います。

　あと、歳出のほうにいきますけれども、

１８ページです。徴収費の項目の中の国

民健康保険料等収納推進員報酬、これは

国民健康保険料の徴収員の名前が変わっ

て、こういう形になりますけれども、こ

れは条例の改正のところかもしれません

が、ここの点と、そのあとの徴収費で、

コンビニ収納代行業務委託料、この金額

のところとあわせて中身的なこと、改め

てお聞かせいただきたいなということと、

この効果をお聞きしたいと思います。

　それから、２０ページ、マルチペイメ

ントネットワーク推進協議会負担金があ

がっております。これは、昨年からマル

チペイメントネットワークということで、

ペイジー口座振替ということで始められ

るわけですけれども、これについても効

果をお聞きしておきたいと思います。

　それと条例の関係になりますが、議案

第３５号の国民健康保険条例の一部を改

正する条例にかかわって、賦課限度額の

問題ですが、先ほど山崎委員の質問でも

お答えがありましたが、今回のこの改定

ですね、新たに医療分が１万円増、介護

分が１万円増、後期支援分で２万円増の

４万円が限度額としてふえるというよう

なことになっております。

　昨年、同じように賦課限度額の引き上

げが条例で上がった際には、私どもは賛

成をいたしたわけでありますけれども、

保険料の引き下げのためというか、据え

置きのため、これ以上引き上げさせない

ためにということで、ご努力をされてい

るということもわかりますし、そういっ

た中で毎年のように、厚生労働省のほう

からは限度額を引き上げようということ

で通達と言いますか、政令が発表されて

いるわけですけれども、今回、私いろい

ろとこの賦課限度額の問題ですね、議案

にあがってから過去の議案をずっとさか

のぼってみたり、またいろいろ資料もめ

くってたわけですけれども、国民健康保

険中央会のほうから出している国保新聞

の記事で、新年度については、厚労省の

ほうも限度額引き上げは見送りという記

事が出ていました。この記事の中身があ

る意味先ほど山崎委員もいうてたように、

そもそも賦課限度額の引き上げは、中間

所得者層の負担軽減のためと言ってたけ

れども、そうならない自治体が多くなっ

ているということが指摘され、多くのと

ころでたび重なる急激な、一部の所得の

人たちに急激に負担がふえていく、こう

いう仕組みについてはどうかっていうこ

とがあったと思っています。

　摂津市は他市と比べたときには、今回

賦課限度額に達する、そういう影響が出
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てくる世帯は、先ほど堤次長の答弁の中

でもあったように、近隣市と比べたとき

には高いのかなと思うわけですけれども、

そもそも本当にこの国保財政、全体の構

造から見たときには、本当に中間所得者

層に負担できる額になってるのかってい

うことも、見ておかないといけないと改

めて今回思いました。それで、この社会

保障のいろいろな財源をどうやって取っ

てくるのかっていうときに、本来社会保

障は応能負担、能力に応じて負担をして

いく、それで必要に応じてやっぱりサー

ビスを受けていくという原則からしていっ

たら、高額の所得者の方たちに負担して

もらうということは当然かもしれないけ

れども、実際、国保に限って言ったらな

かなかそうはなってないということを思

うわけです。

　それで、１０年ほど前のこの摂津市の

議会の議事録を見ましても、さまざま賦

課限度額の引き上げにかかわるような議

論がされておるわけですけれども、その

当時、全体でもほぼ５０万円ほどの限度

額やったと思うんですけれども、その際

には所得の階層が１，０００万円以上と

それ以下の方と２段階に分けて、賦課限

度額が算定されてたということもありま

した。そのことについて、改めて本当に

５００万円、６００万円の所得の世帯の

方たちに、更に上乗せの保険料を求めて

いくのが妥当なのかどうか、また、以前

のようなそういう段階的に高額所得の方

たちに求めていくということにはならな

いのか、ご答弁を願いたいと思います。

　以上、１回目の質問です。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　それでは、弘委員

の質問４点についてお答えをさせていた

だきます。

　まず、出産育児一時金でございます。

歳入のほうの出産育児一時金補助金につ

きましては、国の補助金になっておりま

して、平成２１年１０月１日から、出産

育児一時金が４万円引き上げられまして、

３８万円が４２万円になっています。そ

のときに暫定措置として実施されており

ました当初の間につきましては、一時金

４万円の引き上げのうち２分の１、２万

円が補助金の対象となっておりました。

ところが、２３年度からはその２分の１

ではなくて、４分の１に引き下げられま

した。そこで、２００万円の予算となっ

ております。その後、２４年度にはこれ

が廃止されてしまいまして、結果的には

まだ３月の方の分が後でいただきますの

で、１０万円だけになってしまったとい

うことが今回の予算の理由でございます。

　それに伴いまして、出産育児一時金の

繰入金でございますが、残りの３分の２

を繰り入れいただくことになっておりま

すので、２３年度は２００件のうちの３

８万円については３分の２、残りの４万

円については、４分の３の３分の２とい

う形でいただいていました。４分の１が

国の補助金ですので、５，４６６万６，

０００円を一般会計からの繰入金でいた

だいています。２４年度につきましては、

４２万円全体の３分の２になりましたの

で、５，６００万円となりました。出産

件数の見込みは同じでございますので、

補助金の仕組みが変わったことによって

繰り入れがふえているという状況でござ

います。

　次に、療養給付費負担金減額分の繰入

金でございます。

　この繰入金につきましては、国通知に

よる繰入金でございまして、地方単独事

業を実施いたします市町村が、国の療養

給付費負担金減額分を保険料に上乗せし

ない場合に繰り入れすべきものとなって
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おりまして、これまでは保険料軽減分の

中に含めておったものですが、２３年度

からこれを外出しにしないと、府の調整

交付金の減額の対象になるということで、

今回はこういう形で目出しをさせていた

だいているものでございます。

　次に、収納推進員とコンビニ収納との

関係ということでございますが、収納推

進員につきましては、後ほど条例改正の

ところでご説明をさせていただこうと思っ

ておったんですけれども、現在は、国民

健康保険料の徴収員となっております。

近隣の状況を調べましたときに、徴収員

という形で定めておられるところはもう

既にございませんでして、徴収という言

葉があまり響きがよろしくないというこ

となんでしょうか、本市の場合は、コン

ビニ収納にあわせまして、徴収事務から

その他の事務に変更させていただく予定

になっております。どういうことかと申

しますと、収納推進員報酬が減額になっ

ております。この内容としましては、普

通徴収員制度を廃止いたしておりますが、

なぜ、普通徴収員制度を廃止したのかと

申しますと、２４時間３６５日納付がで

きるコンビニ収納というのを、４月から

開始する予定にしており、いつでもどこ

でも納付できます関係で、単純な集金業

務については、これを廃止させていただ

くということで、従来の徴収員の報酬が

減額になっているものでございます。コ

ンビニ収納につきましては、４月から開

始させていただく予定でございます。市

内のコンビニだけではなくて、全国のコ

ンビニエンスチェーン店でどこでも納め

ていただけるということで、３６５日全

国どこでもということで、やはり私ども

もたまにかかってくるんですけど、沖縄

で納める銀行がないという話がかかって

まいります。沖縄は、みずほ銀行ぐらい

しかないので、ちょっと納めにくい。あ

るいは北海道、東北、北陸ということに

なりますと、もうほとんど摂津市の金融

機関がないという状況でございますので、

こういったものを導入することによって、

納付の機会を増加して、少しでも納期内

納付をふやしていただきたいということ

でやっております。その関係で、今まで

集金をさせていただいていた方について

は、口座振替にシフトしていただくよう

にお願いをして回っているところでござ

います。

　これは、次の質問にも関連してきます

けれども、マルチペイメントネットワー

ク推進協議会負担金ですけれども、これ

を負担することによりまして、ペイジー

口座振替受付サービスができるようになっ

ております。ペイジー口座振替受付サー

ビスと申しますのは、キャッシュカード

があれば、いつでもどこでもその場で口

座振替の登録ができるというシステムで

ございまして、例えば、今申し上げたよ

うに、「済みません、今月いっぱいで集

金に行けなくなるんですけれども。」と

いったときに、このマルチペイメントの

端末を持ち出して、その場でキャッシュ

カードをかけていただいて、「済みませ

ん、来月から口座振替をお願いします。」

ということも可能になっております。実

際にそういうケースもございます。そう

いったことを今させていただいている状

況です。

　なお、障害とか、あるいは高齢の理由

で、納めに行くことが困難な方につきま

しては、引き続き、収納推進員が対応さ

せていただきますので、よろしくお願い

いたします。マルチペイメントネットワー

ク推進協議会負担金でございますが、マ

ルチペイメントネットワークの説明をさ

せていただきますと、国庫金ですとか地
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方税・電気・ガス・電話等の公共料金や、

会社等の代金の支払いにつきまして、収

納機関と金融機関との間をネットワーク

で結ぶことによりまして、利用者がＡＴ

Ｍや電話・パソコン等のいろんなチャン

ネルを利用して、公共料金の支払いがで

きるようになるシステムでございます。

日本マルチペイメントネットワーク推進

協議会に入会することで利用ができるよ

うになります。市町村はこの協議会に特

別会員として無料で入会できるんですが、

入会に当たっては年会費が必要になりま

すので、その年会費を計上させていただ

いております。

　いろんな可能性があるんですけれども、

このうち今実施しておりますのは口座振

替受付サービス。先ほど申し上げました

ペイジー口座振替受付サービスでござい

ます。

　効果でございますが、ペイジー口座振

替受付サービスですけれども、今説明さ

せていただきましたように、キャッシュ

カードと暗証番号でその場で本人確認が

できて、窓口ですぐ口座振替の手続がで

きるだけではなくて、持ち出すことによ

りまして、その場でもできるということ

になっております。ペイジー口座振替受

付サービスで唯一の欠点というのは、金

融機関との契約に多額の経費がかかるこ

とですが、いろいろと交渉をいたしまし

て、国の調整交付金が摂津市の場合３０

０万円交付されますので、３００万円を

摂津市の主な金融機関に分けていただく

ということで無理を言ってお願いをいた

しまして、１１行でわけていただいて解

消しております。１行はゆうちょ銀行で

無料でできますので、１行３０万円、１

０分の１でさせていただきました。しか

も、本市の場合は口座振替をしているす

べての課、国保年金課だけではなく、納

税課・介護保険課・水道・子育て支援課

においてもすべてできるよう国保で段取

りをさせていただきました。私どもも月

に５０件ぐらいの受け付けをさせていた

だいております。

　ただ、摂津市の場合は、異動が非常に

多ございまして、５年間ですべて入れか

わるぐらいの異動がございます。毎月５

０件、年間６００件の新規口座振替を獲

得いたしましても、年度末ではとんとん

という状況が続いておりますので、前よ

り一層努力をしていきたいと考えている

ところでございます。

　最後、賦課限度額のお話ですが、確か

に国保新聞のほうには中間層の負担軽減

にもならないんではないかということで、

今年度は一部市町村から申し出があって、

厚生労働省がその改定を取りやめたとい

うことで、私どもは１年おくれで改定を

お願いしております関係で、一応、今回

の改定で法定分の改定になるということ

ですけれども、各市、地方の状況等を見

ておりますと、先ほど私、山崎委員のご

答弁でも申し上げましたように、所得割

だけではなくて資産割を導入している市

町村もたくさんあります。ということは、

それだけ市民所得が低い市町村がたくさ

んあります。そうなりますと、どれだけ

賦課限度額をあげても、本当に一握りの

方しか対象にならないということが生じ

てまいります。そういったところでは、

資産割の収入のほうが多いんだというと

ころも聞いておりますので、弘委員がご

質問のように、所得の低い市町村におい

てはそういった結果になるのかなと思っ

ております。

　ただ、本市の場合ですけれども、意外

に思われるかもしれないですけど、平成

２１年度の北摂の状況を調べたものがご

ざいます。２１年度において、先ほど山
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崎委員がおっしゃった、所得２００万円

以下の階層が、いったい各市の国保世帯

の何％なのかという調査をしたことがご

ざいます。それを見ますと、最も少ない

のが箕面市でございます。それは、皆さ

んそのとおりだと思われると思うんです

けれども、これは、正式な法定の調査で

はございませんので、所得不明分の扱い

をどうするかとかいう問題があるんです

けれども、未申告、無申告と言われるん

ですが、それを仮にゼロとしますと、箕

面市が２００万円以下の世帯が６４．３

％、その次が摂津市でございまいまして、

６８．９％です。その次が池田市で７０．

４％、その次が茨木市で７４．７％、そ

の次が高槻市で７５．７％、その次はが

吹田市で７７．３％、豊中市が最後で７

８．５％という状況でございまして、摂

津市の国保世帯に関しては、所得が北摂

の中でも高いほうであるということで、

決して低いというわけではないのです。

国保世帯の中での話でございますけれど

も。ということで、今申し上げている国

保新聞の記事については、北摂の状況で

こういう状況でございますので、地方に

行けばもっと２００万円以下の所得者層

が８０％、９０％、あるいは９５％とか

いうところもあるように思いますが、そ

ういったところでは確かにおっしゃる通

りではないかなと思います。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　再度、賦課限度額のところ

で１，０００万円以上と以下とで、限度

額を分けることができないのかというこ

とも質問してましたけど、その辺の答弁

はまた後で一緒に答えていただけたらと

思います。

　出産育児一時金の件ですけれども、こ

れは確か昨年も同じような質問をしたか

もしれません。この点、一般財源の繰り

入れがふえてるわけでありますけれども、

本当に国がこういう制度はやっぱり必要

だということで、上乗せしてやってるわ

けで、それをその市町村の一般財源でや

らければならないという、そういう仕組

みを押しつけられてくるということに対

して、本当にこの間についても、ぜひ声

を上げていただいたということで言って

きましたけれども、その点について何か

しら取り組みが、もしされたようであれ

ば、そのことをお聞かせいただきたいな

というのが１点。

　もう１点、一般会計からの繰入金の件

で、療養給付費負担金の減額分繰入金と

いうことを説明いただきました。これも

国通知で、こういう形で出さなければな

らないという説明を聞きましたけれども、

療養給付費負担金ということでの項目も

あがっておりますよね。これは、国保負

担金、予算書で言いましたら１２ページ

のところにあります療養給付費負担金。

ここに書かれている額は、１１億８，３

９５万円ということで、部長からも補足

説明の中で３４％から３２％に下がって

ということで説明され、この療養給付費

の負担金が減額になったことに伴って、

この項目が出てきているのかなという受

けとめになっていたんですが、それで言

いましたら、療養給付費の負担金の減額

分は１１億円の２％というと、かなりの

額であるかと思うんですが、ここの金額

との関係でどうなのかなということでお

聞きしておきたいと思います。

　あと、徴収員が収納推進員になってと

いうことで、ここは丁寧なご答弁もいた

だいたわけですけれども、本当に徴収員

が回っているところの実態ですよね、口

座振替にシフトをするということで、今、

徴収員がこのマルチペイメントネットワー

クのペイジーの端末を持って、そういう
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手続をされているのかなと答弁を聞く中

で感じたんですが、口座振替に必ずしも

シフトできる方と、必ずしもそうならな

い方もいらっしゃると思いますし、また

コンビニ納付ということに切りかえとい

うことも説明にありましたけれども、な

かなかこの摂津市内、ある意味コンビニ

まで行くのに、どこかしらにあると言え

ばあるのかもしれないけれど、なかなか

外出が困難な方については、従来どおり

収納推進員が訪問しての集金になるとい

うことも説明いただきましたけれども、

その件については結構ですけれども、こ

の徴収員が回っていらっしゃるところの

状況、主にどういったところに回ってお

られて、それが今回の切りかえで、すべ

てしっかり対応できるのかっていうこと

についてお聞かせいただけたらと思いま

す。

　それから、ペイジー口座振替の効果と

いうことで、こちらもいろいろご説明い

ただきました。各国保年金課以外の課に

ついても、今後活用していけるんじゃな

いかということで、連絡をしているとい

うことですけれども、具体的に新年度か

らやられるところがあるのかなと考える

と、ほかのところでやりますという報告

をまだ聞いてないので、その辺の議論の

進捗状況みたいなこと、もしわかれば教

えていただきたいなと思います。

　あと、賦課限度額のことについては、

先ほどちょっと漏れてる点、１点お答え

いただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　まず、賦課限度額

のことでございますが、私も賦課限度額

の改定に当たって過去の資料とかを見て

おりますと、１，０００万円以上と１，

０００万円以下に分かれていた時代が確

かにございました。

　ただ、先ほどもるる申し上げています

ように、広域化の流れの中で、そういっ

た段階をつけるのは好ましくないと、過

去に指導を受けておりまして、２段階方

式ではない形にさせていただいていると

いうことでございます。

　それから、２点目の出産育児一時金の

補助金の廃止につきましては、大阪府の

市長会を通じまして声をあげさせていた

だいておりますが、残念ながら声が届か

なかったということでございます。恒久

化するに当たっては、１万円ではなくて

２万円にしてほしいとの声を、要望とし

てあげておりましたけれども、残念なが

ら届きませんでしたということでござい

ます。

　それから、療養給付費負担金減額分の

話でございますが、弘委員がおっしゃっ

てました２％の話ですが、療養給付費負

担金と言いますのは、医療費の合計です

ね。療養給付費・高額療養費・療養費・

移送費・高額介護合算療養費のすべての

合計から、第三者納付金・返納金、ある

いは基盤安定繰入金の２分の１、それか

ら前期高齢者交付金等を引きまして、あ

と前期高齢者納付金を足しまして、更に

退職者の分も調整をした上で、出てきた

国保負担額の基本額というのがあります。

それが２、４年度の場合ですと、総医療

費が６６億６，３１９万８，０００円で

すけれども、それに対して国庫負担の基

本額がありまして、その金額が３６億９，

９８０万円でございます。その金額に対

して３２％の療養給付費負担金というの

がございます。前年度ですと３４％でご

ざいました。その２％はどこに行ったの

かと申しますと、府支出金の普通調整交

付金のほうに上がっていくということで

ございます。ですから、それとは別の話

でございまして、この医療費を先ほど６
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６億６，３００万円と計算いたしました

が、実はこの中で、補助対象額というの

は６５億８，３９０万円になっておりま

す。なぜかと言いますと、地方単独事業、

要するに福祉医療をやっていることによっ

て、国が余分なお金を出しているという

ことになりまして、その補助対象額を算

定する際に、ペナルティーをかけられて

おります。その額が７，９２９万円でご

ざいます。この額に対する３２％が、療

養給付費負担金減額分になっており、２，

５３７万円でございます。

　今回、計上しておりますのは、これは

まだ確定ではございませんので、２２年

度にこの計算によって確定した額を、計

上させていただいているというところで

ございます。ですから、今回療養給付費

負担金減額分は２，２５４万２，０００

円になっておりますが、これは２２年度

の確定額で、これを計上させていただい

ております。

　それから、コンビニ収納の導入でござ

いますが、平成２０年度からもう既に計

画をしておりまして、２４年の４月にあ

わせて４年かけまして、その辺の準備を

させていただいている次第でございます。

一般の方に関しましては、この１年をか

けてそれぞれこういう事情で、こうなり

ますということを十分説明をさせていた

だいているところでございます。先ほど

も申しましたように、どうしてもという

方については、普通徴収員というのは５

人が定員でございます、特別徴収員は３

人が定員がございます、この特別徴収員

を収納推進員にして、５人の普通徴収員

というのは徴収業務がメインでしたので、

これは廃止させていただくという形になっ

ておりますで、残ります特別徴収員で、

その方に関しましては引き続き、集金に

行かせていただくということでございま

す。それでどういったところを回ってい

るのかということでございますが、過去

には集金というのは非常に大きなウェイ

トを占めており、例えば、商売をされて

いる方ですとか、昼間金融機関に行けな

いと方が多ございますので、そういった

方を中心に回らしていただいていた次第

でございますが、コンビニエンスストアー

はご存じのように２４時間やっておりま

すので、夜間でも納付できますし、金融

機関がない地域、摂津市内には結構ある

と思うですけれども、そういったところ

でもコンビニエンスストアは細かくでき

ておりますので、その辺は元気な方につ

いては、十分対応できるのかなと考えて

おります。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　それでは、最後何点か、前

の意見も言いながら要望もしていきたい

んですけれども。

　出産育児一時金の問題等々これだけに

限らず、さまざまな点で国が財政措置を

せずに市町村にいろいろと負担をかぶせ

るということがありますから、国民健康

保険の大きな矛盾になってる、その原因

が国庫負担のある意味支給差ということ

かなと感じてます。賦課能力がなかなか

限られている。先ほどの堤課長の答弁、

山崎委員の答弁の中で２００万円以下世

帯の方ですよね。摂津市はそれでもまだ

少ないほうと言いましたけれども、６８．

９％がいるわけで、そうした方たち中心

になっている、そういう国保の枠の中で

被保険者間で負担をし合うという制度の

枠組み、ここのところをやっぱりかえて

いかないことには、根本的に広域化となっ

たとしても矛盾は解決しないと思います

し、賦課限度額の引き上げについても限

りがあると思いますので、そうした抜本

的な制度のところの議論が今後本当に国
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のほうでも、厚労省のほうでも尽くされ

るようになっていくように、私たちも声

を上げていきたいと思いますし、現場の

担当のほうからも大いに声を上げていっ

ていただきたいと思っております。

　賦課限度額の関係で、以前は段階１，

０００万円以上ということでしたけれど

も、過去にこれが適当でないという指摘

も受けたということでありますけれども、

その経緯、私もしっかり調べたらええわ

けですけれども、なかなかそのところが

目につかなかったんですけれども、何で

かなということできょうはそのまま持っ

てきているわけですけれども、過去にそ

ういう適当でないということであったと

して、今本当に賦課限度額の議論をされ

ている中で、こういうことは再度声とし

て上がって来ないのか。ある意味高額所

得の方に負担をということも流れの中で

あると思うんです。そのあたりのところ、

もし何か今の時点で情報がありましたら

答えていただきたいと。なければまた後

日、話ができたらなと思います。一応、

要望としておきます。

　あと、徴収事務にかかわって収納推進

員が、前の特別徴収員がそういう形で担

われるということでありますが、これま

での徴収員、本当に長くやってこられて

なじみの方が多いとも聞いていますし、

逆に集金を要望していられる方も高齢の

方で、なかなか外に出て行けないという

方も多いのかなということを思えば、こ

の引き継ぎなんかのところでもしっかり

と引き継いでいただきたいと。やっぱり、

市役所から来てくれるということでの信

頼関係と言いますか、そういったものも

親しみを持ってやられているのかなと思

いますので、ある意味さっきも言いまし

た収納推進員、滞納世帯のところを主に

回られる方が、そういったところも担わ

れるのかなということで思えば、大分、

これまでやっていた役割と違ったことに

なってくるのかなと思いますので、その

辺のところをしっかりと取り組んでいた

だけたらなと思います。

　最後、マルチペイメントネットワーク

のペイジー口座振替にかかわってですけ

れども、ほかの部署の関係のところです

ね、もし課長、把握しておらなければ部

長のほうでも答弁をいただければと思い

ます。

　後期高齢者医療の関係も、あとの議案

になってくるかもしれませんけれども、

徴収員から口座振替やコンビニ収納にシ

フトされるみたいになってくると思いま

すし、その辺のところ何回も対応されて

いるのかなということも気になりますし、

ここのところ最後１点、答弁をお願いし

たいと思います。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　２段階方式につい

ては、私も平成２１年に国保年金課長に

なったときに研究をさせていただき、こ

んなことができるんだと思ったんですけ

れども、残念ながらそれは基本的にはやっ

てはだめだとそのときに教わりました。

詳しい経過については今わかりませんの

で、済みませんがよろしくお願いいたし

ます。

　次に、ペイジー口座振替受付サービス

の具体的な導入の状況ですけども、先ほ

ど申し上げた全課において受け付け実績

がございます。一番多いのは国民健康保

険でございますが、次に多いのが水道料

金でございまして、当初３台端末を購入

しておりまして、水道が１台、国保が２

台ということで始めましたところ、水道

のほうは非常に効果があるということで、

もう１台追加で購入して現在４台の体制

になっております。国保の分につきまし
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ては、介護保険の利用もございますし、

税の利用もございますし、それから子育

て支援課の保育料の利用もございます。

すべて国保のほうでまとめて一括して処

理をしておりますが、すべて利用ができ

るような体制になっておりまして、現在

のところ実績もございます。

　あと、コンビニ収納でございますが、

コンビニ収納につきましては、平成２４

年４月に導入しますのが、国民健康保険

料と後期高齢者医療保険料、それから保

育料でございます。これも国保で一括し

て機械システムの導入をさせていただい

て、子育て支援課の、分も全部処理させ

ていただいてデータを提供するような形

になっております。やはり限られた財政

で、限られた資源を使っておりますので、

できる限り全庁的に取り組みができるよ

うに、努力ができる部分は努力をし、国

保の場合は国の補助金等も利用できる場

合がございますので、そういったものを

利用させていただく中で、できる限り財

政負担がないように、全庁で足並みを合

わせられるように、今のところ努力して

やっているところでございます。

○森内一蔵委員長　ほかに。

　南野委員。

○南野直司委員　それでは、国民健康保

険の特別会計予算から何点かお聞きした

いと思います。

　１点目に、被保険者数の状況に関しま

して教えていただきたいんですけれども、

平成２２年度から約２万６５００名、横

ばいになっていると認識しておるんです

けれども、平成２４年度はどのように見

込まれたか。退職被保険者等、団塊世代

の退職者の加入状況もあわせて、これは

療養給付費交付金が増額になっておるん

ですけれども、その関係もあると思うん

ですけれども、状況をあわせて平成２４

年度どのように見込まれたかと、今後ど

のように推移していくかもあわせて聞き

たいと思います。

　２点目に、１７ページの国保財政安定

化支援事業繰入金が増額になっていると

いうことでございましたけれども、中身

についてお聞かせいただきたいと思いま

す。

　３点目に、特定健康診査等の事業につ

いてお聞きしたいんですけれども、特定

健康診査等実施計画を平成２０年度策定

の分が、計画期間が平成２４年度をもっ

て満了するということで、次期計画を策

定されるということでございますけれど

も、どのような計画になっていくのか。

　４点目ですけれども、保険料賦課徴収

事業については、先ほど来いろいろ丁寧

なご説明もあったと思います。コンビニ

収納、それからペイジー口座振替納付受

付サービス等々、ご答弁あったと思うん

ですけれども、コールセンターも始めて

いただきまして、前回も聞かせていただ

いたんですけれども、効果はどうであっ

たか。また、今後２４年度以降、どのよ

うに取り組まれていくのか、お聞かせい

ただきたいなと思います。

　５点目に、これは議案のほうから賦課

限度額について改定がありまして、先ほ

どからご答弁もあったんですけれども、

摂津市は３種類っていうんですか。医療

保険分、後期高齢者支援金分、介護保険

分の三つにわけられて増額になってると

いうことですけれども、近隣市の状況で

すね、この賦課限度額の近隣市の状況は

どのようになっているか、掌握されてい

る分を教えていただきたいと思います。

以上で１回目を終わります。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　それでは、南野委

員のご質問にお答えをさせていただきま
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す。

　まず、被保険者数の状況でございます

が、被保険者数については、やはり近年

だんだん減少してまいっております。平

成２１年度の当初予算では２万６，９６

２人を見込んでおりましたが、決算では

２万６，５６４人となりまして、見込み

よりも減少していると。２２年度につき

ましては２万６，７００人を見込んでお

りましたが、２万６，５０４人。これも

見込みよりも更に減少している状況でご

ざいます。２３年度予算につきましては、

２万６，５８９人を見込んでおったんで

すが、更に減少いたしておりまして、今

の見込みでは２万６，４９０人ぐらいに

なるのではないかなと考えております。

今後も、７５歳になられますと、後期高

齢者医療のほうにいかれますので、国保

の被保険者数につきましては、長期的に

も減少していくと考えております。また、

今、国のほうでパートタイマーの方につ

いて、国保から社保へという動きも出て

おります。そうなりますと、また一層、

国保の被保険者数が減ってくるというこ

とになるかと思います。法律の改正等も

不測の要因でございますので、幾らにな

るかというのは今のところわからないと

ころでございます。

　それで、退職被保険者でございますが、

退職被保険者も同じように最初見込んで

おったんですが、団塊の世代の方が退職

されるということで、見込み違いが実際

発生しておりまして、先ほどの例でいき

ますと、先ほど申し上げたのは全被保険

者数ですけれども、そのうちの退職被保

険者等の方だけを見ますと、２１年度当

初では１，５４８人を見込んでおりまし

たが、１，４３８人と実際のほうがかな

り減っておりまして、２２年度当初では

更に減るということで１，４００人を見

込んでおりましたが、実際には増加にな

りまして、１，５５３人。一般被保険者

が減る中で退職被保険者がふえていると。

更に、２３年度はまだ決算が出る前の段

階で予算というのは見込んでおりますの

で、２３年度当初は若干ふえるというこ

とで１，４３９人を見ておりましたが、

決算見込みでは１，５８９人と更にふえ

ております。結局、今申し上げましたよ

うに、団塊の世代の方が国保のほうに、

任意継続等が切れて入って来られるとい

うことがございまして、今現在１，６０

０人程度の方がいらっしゃるということ

で、今後もふえるという見込みで１，７

５０人を見込んでおります。前年度は、

１，４３９人でございましたので、かな

りの増加になっています。その関係で、

療養給付交付金とか退職者の医療費とか

がふえております。

　ただ、この分につきましては、支払基

金のほうから、不足分があればすべて交

付されますので、退職者の方の医療費が

ふえたからといって、一般の方の医療費

がふえるというわけではございませんの

で、その点、ご説明をしておきます。

　次に、国保財政安定化支援事業繰入金

と申しますのは、低所得者の方が多い等

の事情にある保険者に対して、財政支援

措置として地方交付税で算定された金額

を、国民健康保険の財政の健全化のため

に繰り入れるというものでございます。

このうち、２２年度改正で大きな改正が

ございまして、これまで摂津市の場合は、

交付対象外となっておりました保険料負

担能力補てん分という分があるんですけ

れども、これは対象となる保険料の軽減

世帯の割合が４５％以上ということで、

４５％を超えた分ですね、例えば５０％

あれば、その５％に対して交付があると

いうことですが、それは今までずっと軽
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減対象世帯の割合が４５％未満であって

対象外となっておったんですが、２２年

度改正で、それが４０％に引き下げられ

まして、一挙に交付額がふえたというこ

とでございます。

　２３年度は、２２年度実績を参考に計

上をいたしたんですが、２４年度につき

ましては、国保世帯の所得低下というの

を見込んでおります関係で、２３年度決

算見込み額にプラスアルファをして、計

上をさせていただいているということで

ございます。

　それから、特定健診の関係ですが、特

定健診実施計画は、平成２０年３月に以

前の分をつくらせていただいております。

当時は、市民健診でございまして、市民

健診が特定健診に変わるということで、

それともう一つは、生活習慣病の予防と

いうことですね、こういったことを目途

に、特定健診と特定保健指導の実施につ

いて、実施率等を定めて計画を策定させ

ていただきました。

　しかしながら、平成２４年度に６５％

の特定健診の受診率という目標を当初、

掲げておったんですけれども、実際のと

ころ、平成２２年度の法定の受診率が２

８．８％で、かなりの隔たりが生じてい

るのが事実でございます。

　２２年度は、そういった状況を受けま

して、国の調整交付金を活用いたしまし

て、受診勧奨事業を実施させていただき

ました。受診勧奨事業につきましては、

特定健診を受診されておられない方を対

象に、アンケート調査を実施いたしまし

て、その事業の内容を簡単に申し上げま

すと、２１年度の特定健診の未受診者３，

７７７人に方に対して、アンケート調査

を実施して、どのような健診であれば受

けられますかということで、いろいろと

ご質問させていただきまして、８０８通

を回収いたしました。

　これを受けまして、２３年度には、い

ろいろな改善をさせていただいておりま

す。特に、希望が多かったのが、摂津市

の場合は、１月・２月・３月生まれの方

が非常に多ございまして、保健センター

に申し込んだけれども、もういっぱいで

終わってしまったということがあったの

で、送付時期を早めました。送付時期を

早めると忘れてしまわれるので、途中で

また、受診されてない方には、はがきを

送って、「受診まだですがどうでしょう

か」ということで、送らせていただいて

おります。

　特に、２３年度につきましては、これ

も国の調整交付金を活用しまして実施し

ておりまして、回答をいただいた方には、

このままではせっかく回答をいただいて

ますので、もったいないので、「どうで

しょうか」と、「受けられませんか」と

いうことで、追跡の調査もさせていただ

きました。

　そういった中で、カラーの圧着はがき

で送らせていただいたら、ものすごく反

応がありました。先ほども申しましたけ

れども、封書であれば全部捨ててしまわ

れるような方でも、めくって開けるとい

うのが、非常にインパクトがあるのかな

と感じたところでございます。

　特に、これは業者に委託をしまして、

カラーでしたので、こんなに問い合わせ

があるのという、私どもも普通につくっ

たはがきを送らせていただいていたんで

すけれど、圧着はがきは非常に効果があっ

たなと思います。

　それと、これは、保健福祉課とタイアッ

プで、がん検診とのセット健診の案内も

させていただいております。

　それから、市内医療機関における特定

健診制度の周知ということで、今回、日
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程表を配付させていただくときには、土

曜日もやってますよということは周知し

たいと思っています。また、あとホーム

ページにそういった情報を載せていって、

随時更新をしていきたいと考えておりま

す。

　あと、受診機会の増加のために、ポス

ターをつくらせていただいて、そういっ

た改善をさせていただいて、果たして前

回の６５％との乖離がどれぐらい埋まる

のかということを、今年度、検証しなが

ら、更に受診率を向上させていくために、

何ができるかということを検証してまい

りたいと考えております。

　特定保健指導については、私ども、こ

れは非常に率直に反省をしているんです

けれども、国民健康保険というのは、ど

うしても数字の話、世界になってしまい

ますけれども、やはり市民の皆さんに、

自分の健康ということに気持ちを向けて

いただこうとすれば、保健指導というの

を充実しなければならないなと考えてお

りますので、今後、保健福祉課ともっと

連携を密にして、この部分を盛り上げて

いきたいとは考えております。

　それから、コールセンターの効果とい

うことでございますが、コールセンター

につきましては、緊急雇用の補助事業を

活用いたしまして、納税課のほうで事業

費をすべて組んでいただいておりまして、

実際には２分の１、月の前半を納税課が

事業をし、後半部分を国保がやらせてい

ただいているという状況です。

　内容としましては、未納の方に対する

納付勧奨は当然ですけれども、あとは口

座振替の勧奨ですとか、それから分納誓

約のフォローというのをやっております。

　分納誓約のフォローというのは、私ど

もに対して、今、支払いにくいのでこれ

ぐらいでということで分納していただい

ている方が、１回支払がとんだときに、

今まではそれがそのままになってまして、

４０日後に督促状がいくみたいな感じだっ

たんですけれども、それではやはりタイ

ムラグがあまりにもあり過ぎるというこ

とで、分納誓約をされている方がとんだ

場合は、そんな文章じゃなくて、早いう

ちに、「今回、分納誓約が１回とびまし

たけれど大丈夫ですか」ということでお

声をかけさせていただいています。

　これは、非常に効果がありまして、分

納誓約の納付率というのが非常に上がっ

ております。それは、私どもの担当の者

がこういう事業をやるに当たって、各市

の状況とかを聞くだけではなくて、こう

いうことをしたらどうだろうかというこ

とで、いろんな発想をしてもらって、自

分達でみずからそういう仕様書を書いて、

こちらの業者にお願いをした結果、やっ

ていただいています。

　摂津市の国保のコールセンターができ

れば、どこのコールセンターでもできる

だろうと言われているぐらい、いろいろ

なことを取り組んでもらってまして、非

常に効果があったと思っています。

　２２と２３年度で、緊急雇用が終わり

まして、２４年度についてはコールセン

ター事業については、もう新規ではない

から認められないということで、納税課

において、一般財源でコールセンターに

ついては、今回、予算を計上させていた

だいております。同じく２分の１を、後

半部分を国保が、前半部分を納税課が、

それぞれ業務をするという予定になって

おります。

　それから、条例改正で、他市の状況と

いうことでございますが、他市の状況に

つきましては、北摂７市３町の状況でご

ざいますが、２３年度にすべて改定をさ

れましたのが、豊中市・池田市・茨木市・
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箕面市・豊能町・能勢町の４市２町でご

ざいます。本市と吹田市と島本町は２４

年度改正で対応です。高槻市のみ、１万

円ずつ上げたらどうかということで、２

４年度改正で、段階的に終了して、その

後でと聞いております。これが各市の状

況でございます。

○森内一蔵委員長　南野委員。

○南野直司委員　１点目の被保険者数の

状況、退職被保険者等もあわせてご答弁

いただきまして、わかりました。

　２点目の国保財政安定化支援事業繰入

金についても、よくわかりました。

　３点目の特定健診審査等の実施計画に

ついてご答弁いただきまして、健診率で

すけども、６５％の目標に対して２８．

８％であったということであります。

　私も、この対象者の方に関しての健診

率の向上が、本当に一番大事なことであ

ると思っておりますし、健診もさまざま

な手を使っていただいてまして、やって

いただいておるんですけれど、更に健診

率が向上しますような計画にしていただ

きたいなと思いますので、よろしくお願

いします。これは要望とします。

　４点目のコールセンターの効果、それ

から、平成２４年度以降の取り組みにつ

いてご答弁いただいたんですけども、こ

れは平成２２年と２３年度は国の緊急雇

用対策ですね、ふるさと雇用再生基金を

活用してということで認識しておるんで

すけれども、平成２４年もそうなのかお

聞きしたいと思います。

　１個忘れてたんですけども、療養給付

費負担金の交付割合が３４％から３２％

になって、減少分は、府の調整交付金へ

ということでございますけども、仕組み

について具体的に教えていただきたい　

と思います。

　それから、コールセンターのことに戻

るんですけども、この社会保険の資格取

得に伴う国民健康保険の資格喪失の案内、

先ほどご答弁がありましたけども、国保

から、どこか就職されて社会保険に変わっ

て、手を打っておられないという話があ

りまして、それから先ほど、退職被保険

者の掌握でも、会社を辞められたときに、

勤めていた会社に何か月か社会保険に入

る猶予があってということもありました。

　この場合、例えば、国保から社保に変

わるときに、何か証明書を発行して、そ

の変わりますよという証明書が、例えば

国保で発行して、それがなければ社保に

入れないとかいった、こんな制度はなかっ

たのかなと思いましてね。それでしたら、

社保に変われないわけですから、そんな

制度はなかったのかなと思うんですけれ

ども、その点、聞かせていただきたいな

と思います。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　それでは、南野委

員の２回目のご質問にお答えさせていた

だきます。

　まず、コールセンターの財源ですけれ

ども、平成２２年度と２３年度はふるさ

と雇用の分でさせていただいて、２４年

度は補正予算で拡大、延長されましたの

で、これについては、当初、財政課とも

協議をしておったんですけれども、窓口

である大阪府にご相談をしたところ、違

う事業なら採択の可能性があるけれども、

全く同じ事業ではだめだということで、

残念ながら受け付けがされなかったと聞

いております。

　それに関しまして、コールセンターを

通じて社保の適正化をさせていただいて

ます。社保から、社会保険を喪失されて

国保に加入いただくときには、喪失証明

書というのをいただいておりますので、

逆もできないかというお問いですけれど
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も、逆については、現在のところござい

ません。

　私どもも、こういった情報がないとい

うことで非常に苦慮をしておりまして、

いろんな情報を使ってやらせていただい

てるんですけども、現実問題として、そ

れがないということで、財政的にも非常

に大きな負担を強いられているという状

況でございます。

　私どもが、今やっておりますのは、例

えば税に照会をする、税も本来は答えら

れないんですけれども、そういう方は、

当然滞納されてますので、国税徴収法を

活用することによって、税情報をいただ

くといった手法まで使ってやらせていた

だいています。それは、税の守秘義務が

外れますので、そういうことをしていま

す。

　実際には、マイナンバー法というのが

今、政府で検討されております。マイナ

ンバー法が通りますと、２８年度からは

社会保障カードというのが導入されて、

そういう引き継ぎがスムーズになるので

はないかなと思っておりますが、今のと

ころ、そういうものが考えられていると

いう状態でございます。

　それから、療養給付費負担金の仕組み

ですけれども、これは非常にわかりんく

いんですけれども、すごくシンプルな形

で言えば、そのかかった医療費の３４％

を療養給付費負担金として負担しますと

いうことです。ところが、その３４％が

２％減って３２％になりましたというこ

とです。その２％減った分を府費の支出

金で、調整交付金に盛り上げるというの

が今回の改正でございます。

　府の財源については、子ども手当の改

正に伴う年少扶養の廃止等によると聞い

ております。

　それで、非常にシンプルな形ではそう

ですけれども、先ほど山崎委員のご質問

でもお答えしたんですけれども、医療費

がこれだけかかりました、でもこれだけ

は地方が福祉医療をやったからふえた分

でしょうと、この分は国としては払いま

せんよというのが、先ほど申し上げまし

た療養給付費負担金の減額分と言われる

部分です。

　それから、今また非常にややこしいこ

とになっておりまして、前期高齢者の調

整というのが入っております。今年度の

予算でも、２５億円余りの前期高齢者交

付金というのを計上はさせていただいて

いるんですが、６５歳以上の高齢者の割

合に応じて前期高齢者交付金が入ってま

いります。医療費の中から前期高齢者交

付金相当額を差し引いた残りがその対象

額になりますということです。

　更に、退職者被保険者にかかる分につ

きましては、これも社会保険診療報酬支

払基金からいただけるので、これも引い

てくださいということで、調整が入りま

して、あるいは、先ほども申し上げまし

た保険基盤安定繰入金の２分の１、これ

も差し引きますよということで、これは

国からもらっているでしょう、というこ

とで差し引くということがありまして、

いろんなものを差し引いた残りの３４％

をいただいていたのが、今回、３２％に

なりましたということでございます。そ

の３２％が１１億８，３９５万円という

ことでございます。

　言葉で説明すると、非常にややこしい

んですけれども、そういった仕組みになっ

ております。

○森内一蔵委員長　南野委員。

○南野直司委員　丁寧にご答弁いただき

まして、わかりました。

　最後に、一つだけ要望しておきたいと

思います。
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　コールセンターでも保険料の納付等々

の推進をしていただいており、また、国

保の窓口でも滞納における丁寧な対応を

していただいていると認識しております。

　先日もご相談いただきまして、窓口に

行かせていただきまして、本当に丁寧な

対応をしていただいたなと思うんですけ

れども、こんな方がいらっしゃいまして、

ご主人と奥さんと小さなお子さん２人い

らっしゃる４人世帯の方で、ご主人が突

然、精神的な病にかかられまして、仕事

ができなくなって、小さなお子さんを育

てながら、奥さんが夜勤をしながら生計

を立てられていると。実際、家も持ち家

ですし、車もありますし、という形で国

保の保険料が滞納になっているというケー

スがありまして、窓口に来られたときに、

分割の話もしたんですけれども、何回目

かはっきりは確認してないんですけれど

も、財産を差し押さえという話を言われ

たということで、なかなか窓口にはよう

行かないというご相談もありまして、市

民の方の公平性を考えますと、そういう

ケースもあり得るかなと思うんですけれ

ども、実際、一生懸命、奥さんが働いて、

何とか支払わなあかんという思いで来ら

れてる方に対しては、更に、申しわけな

いですけども、丁寧な対応をしていただ

いて、何とか追いつかないかもしれませ

んけれども、納付していただくという形

で対応していただくように、よろしくお

願いしたいと思います。

　これは、一つのケースですけれども、

要望としておきますのでよろしくお願い

します。

○森内一蔵委員長　ほかに質問は。

　よろしいですか。

　弘委員。

○弘豊委員　先ほどの質問の際、一つ項

目が抜けていまして、歳出の３０ページ

ですが、療養費適正化推進業務委託料と

いうことで、今回１，６４４万円組まれ

ている、ここの中身ですけれども、今回

新たに組まれている部分かと思います。

中身のご説明とその状況について、お聞

かせいただけたらと思います。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　それでは、療養費

適正化推進業務委託料についてご答弁申

し上げます。

　本業務につきましては、療養費の適正

化のために、緊急雇用創出基金事業費補

助金を活用して実施する事業でございま

す。

　委託の内容につきまして、主に柔道整

復を考えておりまして、レセプト点検業

者に委託をして、保健師又は看護師を雇

用して、多部位、長期、頻度が高いなど

の施術被保険者に対しまして、負傷部位

や受傷原因を文書、電話、訪問等により

調査し、適正受診の指導を行うものでご

ざいます。

　理由といたしまして、府下の柔道整復

の１件当たりの請求額は全国最高となり、

三・四か所の多部位請求が請求の８割と

際立っています。以前から、私どもも点

検をしていて、３か月に１回、部位が変

わる、そういったものが目立つようになっ

てまいっております。

　また、昨年は、高槻市で多額の不正請

求が発生したことから、本市におきまし

ても、そういった新聞報道を受けまして、

実名での通報が複数あります。今までは

匿名でございまして、お聞かせいただい

たらということで、やっぱり行かなあか

んからやめとくわということで、お名前

の通報はためらわれるというケースが多

かったんですけれども、そういったこと

がありまして、大阪府でも大きな問題と

して、本年度中にワーキングチームでま
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とめて取り組むということになっており

ます。

　本市も、こういった状況がございます

ので、取り組みをさせていただきたいと

考えているところでございます。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　この柔道整復師のところの

レセプト点検ということでありますけれ

ども、具体的に、摂津市内でもそういう

ことがあるんじゃないかということを、

担当課でもつかんでおられるということ

でありますが、実際、点検業者に委託し

て、そこに対する指導なり、ある意味、

摘発なりしていくということになってい

くのかなと思うんですが、これまでの市

の内部努力と言いますか、担当課の中で

何かしらできなかったのか、また、どう

いった努力がされてきたのかということ

と、今回、取り組まれる、業者に委託し

てということになりますが、それは摂津

市内に限ってやられるということなのか、

さっきは大阪府でワーキングチームみた

いものができるような、そんなこともおっ

しゃいましたけれども、その辺の状況に

ついて、もしわかるようでしたら教えて

いただきたいなと思います。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　現行制度では、柔

道整復師に関する指導権限が、受領委任

という支払形態をとっております関係で、

大阪府と近畿厚生局にございます。指導

監督は、近畿厚生局と同時にしか行えな

いという制約がございまして、実際に市

町村が何かするというのは、非常に難し

い状況でございます。

　それで、大阪府のほうでまとめていた

だいて、柔道整復師等に対する効果的な

指導体制を構築するため、その療養費の

適正支給に関するワーキンググループと

いうのが設置されて、今対策が練られて

います。私どももそれにあわせてさせて

いただこうと考えているところでござい

ます。

　過去、どんな取り組みをしてきたのか

というお問いですが、先ほどもありまし

たように、非常に難しく、電話はさせて

いただくんですが、押し忘れですとか、

判子をもらってますとか、明らかにおか

しいなと思っても、この仕組みでは、な

かなか難しいというのが現状でございま

す。

　そういった調査をやることによって、

抑止力が働けばいいのかなと思っている

ところではございます。あくまでも摘発

をメインにしているわけではございませ

ん。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　ある意味、その不正な形で

療養給付が伸びていって、その分が被保

険者の方たちの負担になっていくという

ことは、やっぱり防いでいくべきで、今

回、こういった取り組みがされるという

ことですので、適切に取り組みを進めて

いっていただけたらなと思います。

　また、柔道整復にかかわらず、ほかに

ももしかしたらあるのかなということが

ありますけれども、そういったところに

ついても、研究も進めていってもらえた

らなと思います。要望としておきたいと

思います。

○森内一蔵委員長　ほかには。よろしい

ですか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午後２時２９分　休憩）

（午後２時３０分　再開）

○森内一蔵委員長　再開いたします。

　議案第２４号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、
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質疑に入ります。

　質疑のある方。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　質疑なしと認め、質

疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午後２時３１分　休憩）

（午後２時３２分　再開）

○森内一蔵委員長　再開いたします。

　議案第８号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　質疑のある方。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　後期高齢者医療という

ことは、広域連合で運営をされて、老人

医療という部分は無償が原則で、この前

ずっと国民健康保険で老人保健医療でと

思ってたんですけれども、その原則を崩

されて、後期高齢者の医療保険の制度が

導入されて丸４年、これで５年目に入っ

てまいります。

　ことしも保険料の値上げが、２月中に

広域連合議会で決定をされております。

年金からの徴収ですので、高齢者の年金、

それこそ減り続けている中での負担がふ

え続けるという状態ですけれども、何回

も言わせてもらっているんですけれど、

市独自の支援が、この後期高齢者医療特

別会計でできないのか、お聞かせいただ

きたいと思います。保険料の軽減ですと

か、広域連合での軽減の措置はあるのは

承知しておりますけれども、どうしても

高齢者、収入の少ない方が非常に多いで

すから、そこでの国保に準じたような軽

減ができないか、お聞かせいただきたい

と思います。

　年間１８万円以下、こういった年金、

わずかの額でしょうけれども、若しくは

無年金の方、普通徴収になるんですけれ

ども、滞納件数はどうかというのをお聞

かせいただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　保険料の減免がで

きないかという山崎委員のお問いでござ

いますが、後期高齢者医療保険制度にお

きましては、保険料の賦課の権限が広域

連合にありまして、市町村の判断で独自

に行うことはできないこととなっており

ます。

　しかし、後期高齢者医療保険では、手

厚い保険料軽減制度がとられております。

例えば、年金収入８０万円以下の単身世

帯の場合では、均等割が９割の軽減となっ

ておりまして、例えば、保険料は、改定

前では４，９０３円で、改定後でも５，

１８２円となっております。その差は、

年額で２７９円、月割で２３円となって

いる状況でございます。

　また、年金収入が１６８万円以下の場

合ですと、均等割が８．５割の軽減、所

得割が５割の軽減となりまして、改定前

が１万４，３６０円、改定後が１万５，

４０１円となりまして、その差が、年額

で１，０４１円、月額ですと８７円となっ

ております。

　このような形で、低所得者に関しては、

非常に手厚い保険料の軽減制度がとられ

ていると考えております。

　このようなことから、後期高齢者医療

保険制度におきましては、低所得を原因

とする直接的な減免制度はございません

が、災害ですとか、あるいは所得が急に

減少したような場合につきましては、そ

れぞれの場合に応じて減免ができるとい

うことになっておりますので、そういっ

た仕組み上、そういった対応が妥当なの

ではないかなと考えているところでござ

います。

　それから、滞納件数につきましては、
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今現在、把握はしていないところでござ

いまして、収納率につきましては、平成

２１年度は特別徴収が１００％でござい

ますが、普通徴収が９８％で、あわせて

９９％になっていましたが、２２年度は、

普通徴収の分が９７．８２と若干下がり

ました関係で、９８．９６％ということ

で、０．０４％ほど下がっているところ

でございます。

　後期高齢者医療制度におきましては、

資格証の発行はもうしないということに

なっておりまして、本市においても、滞

納処分も現在のところ、見合わせている

状況でございます。

　滞納件数については、申しわけござい

ませんが、個別の件数は今つかんでおり

ませんので、また後日、わかればご報告

させていただきます。　　　　　　　　

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　予算書を見ますと、１

０ページですね、普通徴収の前年度繰越

分も出ていますね。これは滞納になって

いるか、なってないかは、年度で区切れ

てなかったら出てくるのかなという気が

しますけれども、１０ページの督促手数

料も組んでおられるわけですよね。だか

ら、滞納がないというわけではない。収

納率でいうと九十八・九％。

　滞納繰越分は、ふえてもおるというこ

となんではないかなと思うんですけれど

も、これ、滞納がつかめてないというの

も、おかしな話ではないかなと思うんで

すけれども、この予算はどんな感じです

か。教えてもらえますか。

○森内一蔵委員長　滞納件数については、

それの根拠があると思いますので、それ

もわかる範囲で。

　堤次長。

○堤保健福祉部次長　督促手数料につき

ましては、それを５０円で割っていただ

いた件数、１２５件ということで計上い

たしております。

　滞納の件数というのが、人数なのか、

期なのか、それとも、その繰り越しをし

た者なのかというあたりですけれども、

滞納の件数そのものは予算の編成に使わ

ないので、今、手持ちの資料がないとい

う状況でございますので、後日、調査を

してご報告はさせていただきます。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　後期高齢のほうは、そ

ういう意味では、短期証とか、それこそ

資格証なんかは発行せんということです

から、保険証がないという方がいらっしゃ

らないというところでは、医者にきちん

と行けてるとは思うんですけれども、保

険料はやはりどうしてもしんどいという

ことでは、後延ばしになっているという

こともあるかと思うんです。

　例えば、さっきの督促手数料１２５件、

これ、４期で割れば３０人程度という話

になってくるのかなと思うんですけれど

も、そういった方にも、接触とか納付相

談なんかも受けられる中で、ちゃんと医

者にかかれているかどうかとかいうこと

も把握していただけるように、お願いし

たいと思います。

○森内一蔵委員長　先ほどの件ですけれ

ども、後日、ご報告をお願いしておきま

す。

　ほかに。

　弘委員。

○弘豊委員　後期高齢者医療の保険料に

かかわってですけれども、今回、保険料

引き上げがあったということは山崎委員

から述べられたとおりですが、この保険

料収入が予算書１０ページに載っており

ますけれども、特別徴収保険料の収入で

３億２，９９８万６，０００円、普通徴

収保険料の収入で２億９，２６２万８，
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０００円ということで、この後期高齢者

医療は、年金からの天引きだけではなし

に、ご本人に選択もしていただいてとい

うことで認識しているんですけれども、

特別徴収が大体６割ですかね、普通徴収

で４割ということになるんですが、さっ

きの滞納の話もそうですが、この滞納繰

越で４４２万７，０００円ということで

ふえてまして、前年比で１２９万円ふえ

ている計算になるんですが、そういった

低所得の方、特に年金収入もなかなかま

まならない方の中で、幾ら少ない保険料

に抑えられている、９割軽減とか、８．

５割軽減とかがあるにせよ、こういう滞

納がふえてきているということについて

は、暮らしを圧迫するということになっ

ているのかなと理解しているわけです。

　一定所得、年金収入がある方は、逆に

今回の６．８９％の値上げですかね、平

均して、そういう額というのは大きな負

担になるわけで、そうした意味では、こ

の制度が始まって４年が経過しておりま

すけれども、今後の高齢者医療のあり方

についてということは問われてくるかと

思っているんです。

　この保険料収入の状況について、特に

普通徴収で納められている方の状況につ

いて、把握している部分等があれば、ど

ういう方が滞納になっているのかという

ことが、特徴としてわかれば教えていた

だきたいなと思います。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　それでは、弘委員

のご質問にお答えいたします。

　滞納が、徐々にですけれどもふえてい

るというお問いでございますが、実際、

若干ふえてきておりまして、それに対し

て、府のほうからもどう対応していくの

かとは求められております。

　まず、今年度、特に取り組んだことを

申し上げますと、国保から後期に移られ

た方がございます。国保で口座振替をし

ておられても、後期ということで、料金

の体系が変わってしまうので、実際には

口座振替の継続ができません。そこで、

そのまま知らずに滞納になるという方が、

実際に何人もいらっしゃったということ

がございまして、そういったことは、少

なくともなくすようにしなければいけな

いということで、２３年度はそういう方

に関しましては、事前に、個別に訪問さ

せていただいたりもしまして、後期の保

険料の口座振替をお願いすることで、滞

納にならない方策を講じさせていただい

たところでございます。

　滞納対策をということで求められてお

りますので、先ほども申しましたように、

コンビニ収納につきましても、コンビニ

収納の予算のヒアリングの中では、後期

はもういいんじゃないのかと、すぐなく

なるんでしょうということもあったんで

すけれども、それは困ります。やはり、

保健福祉部としては、高齢者の方にこそ、

そういった制度が必要であるということ

で、財政当局のご理解をいただいた上で、

後期のほうもさせていただくような形に

なったところでございます。

　そういった状況ですので、どういう方

が滞納になっているかというお問いです

けれども、今申し上げたような、少なく

とも、ちゃんとできていると思っておら

れて滞納になるという方に関しましては、

そういう方はないようにさせていただく

ような努力をまず、させていただいてい

るところでございます。

　あと、特別徴収から普通徴収に切りか

えということも、今、制度上、できるよ

うになっておりますので、それも対応さ

せていただいているところでございます。

実際に、どういう方がということになり
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ますと、入院されておられて、郵便物が

たまっているというケースについては、

滞納する意思がないにもかかわらず滞納

になっているというケースはございます。

　私が把握しているところでは、そうい

う事例がございます。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　この件につきましては、滞

納の処分とか、資格証の発行とか、そう

いうことの制裁的なことは行わないとい

うことでやっておられる中で、ただ本当

に、本人に接触していくことは、国保以

上に大事かなと思ってまして、それは一

昨年前、高齢者の方たちの行方不明と言

いますか、実際、そこに住まわれてない

のに、住民票がずっと残っていたりとか

いうことがあり、また支払能力がない方

にしましたら、それこそやっぱり経済的

に困窮されているとかいうことにもなり

ますでしょうし、何らかの、いわゆる困

難を抱えておられるような方なのかなと

も思うわけです。

　先ほど堤課長が言われたように、入院

されてて会うことができないとかいうこ

とであったり、連絡がとれないというこ

とであったり、また、手続上の変更で、

単に滞っているだけとかいう方だったら

ね、まだ、接触がとれたら安否も確認が

とれるかなとも思うわけですけれども、

徐々にこういった滞納がふえてくるとい

う傾向の中にありましたら、そういう方

がどういう状況なのかということは、き

ちんとつかんでおく必要があると思いま

すし、ある意味、先ほども議論しました

収納推進員ですかね、そういった方が訪

問して、安否の確認もきちんととるみた

いなことがやれるように、ということを

お願いしておきたいと思います。

　以上、要望しておきます。

○森内一蔵委員長　ほかに。

　南野委員。

○南野直司委員　後期高齢者医療特別会

計について、教えていただきたいんです

けれども、先ほども話が出ましたけれど

も、厚生労働省のほうで、後期高齢者医

療制度の廃止についてということで検討

を進めておられまして、後期高齢者医療

制度廃止後の新たな制度の具体的なあり

方について、検討を進めておられまして、

１点目には、地域保険としての一元的運

用の第一弾として、高齢者のための新た

な制度を構築する。それから、後期高齢

者医療制度の年齢で区分するという問題

を解消する制度とする。それから、市町

村国保などの負担増に十分配慮する。

　それから、高齢者の保険料が急に増加

したり、不公平なものにならないように

する。もう一つは、市町村国保の広域化

につながる見直しを行うということで、

いろいろ検討されていると思うんですけ

れども、摂津市におきましては、後期高

齢者になりまして、広域になって保険料

が少し下がったのかなと、僕も認識して

おりまして、よかったなという思いがあ

るんですけれども、先ほど言いました、

例えば、一つは、後期高齢者になって、

窓口が大変になりましたということがあ

りましたら聞かせていただきたいのと、

市町村国保などの負担増に十分配慮する

ということですが、かなり負担になって

いたのかなと。その辺、聞きたいのと、

もう一つは市町村国保の広域化につなが

る見直しを行うと厚労省のほうで書かれ

ているんですけれども、この３点につい

てお聞かせいただきたいなと思います。

○森内一蔵委員長　堤次長。

○堤保健福祉部次長　後期高齢者医療制

度廃止後のご質問でございますが、まず、

後期高齢者医療制度廃止後の新たな制度

につきましては、一昨年の１２月８日に、
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７５歳以上の方を、原則、国保に加入と

し、社保の方は、社保の被扶養者として

社保へ移行させて、７５歳未満と区分経

理をして、都道府県単位で財政を運営し、

７５歳未満の方も将来は、都道府県単位

に広域化するということでまとめられて

おります。

　ただ、都道府県との間で、将来的な財

政負担について合意がとれなかったとい

うことで、その年の国会での法案提出が

見送られたというのが経過でございます。

　その後、後期高齢者廃止へ向けて法案

を提出するとしておりますが、全国知事

会と十分な協議を行っていない中での法

案提出については、全国知事会が反対を

されておられて、今後の動向というのは

今のところ、不透明な状況になっている

ところでございます。

　ただ、こういったことがされた暁には、

各市町村には、各申請の窓口業務や保険

料の徴収業務が残ることになると聞いて

おりますし、広域連合も残るということ

も聞いておりますので、今のところ、大

きな変更はないのかなと思っております。

　あと、窓口の業務でございますが、や

はり、周知というのが非常に困難である

というのは、私どもとしては非常に実感

として感じているところでございます。

特に、高齢者の方は新聞とかテレビとか

で報道がされておりましても、自分のこ

ととして、自分の入っている保険が変わ

るんだということが、なかなかわからな

いという状況もございます。

　私が苦情対応で出たケースで、後期高

齢者医療に自分が入る申請をしたという

のを知らなかったという方がございまし

て、６５歳以上７５歳未満の障害該当の

方で、みずから移行の手続をされた方で

すけれども、自分がそんな移行の手続を

したなんて知らなかったし、後期高齢者

医療制度も知らないということをおっしゃ

られまして、そういう方がいらっしゃる

ということについては、率直に謝罪をさ

せていただいたところ、わかってくれた

のかということで、ご了解はいただいた

んですけれども、そういうことで、一番

大変なのは、やはり周知ということであ

ると考えております。

　ですから、簡単に廃止をされますと、

市町村の窓口は、それこそ本当に大変は

ことになってしまいますので、やはり最

低２年はかけてきちんと周知しながら、

混乱がないようにしていきたい。これが

本当に窓口の切なる願いでございます。

　財政的な負担につきましては、年々、

やはり医療費負担分が上がっております。

医療費負担分は法定で決まっております

ので、そういったものにつきましては、

本当に毎年、毎年、上がってまいってお

ります。

　この中でも、一般会計から支払うもの

も非常に上がってまいっておりますので、

それは今後、医療費がふえ続けるに従っ

て自動的にふえていくものと考えており

ます。

　逆に、楽になったことと言いますと、

高額医療費の申請時には、国保につきま

しては、領収書を確認させていただくん

ですけども、後期は特に領収書の確認も

必要もなく、一度、口座登録をさせてい

ただくと、あとは自動的に口座に振り込

まれるという仕組みがとられていますの

で、そのあたりは、非常に申請される方

が多いということから、こういった簡便

な方法がとられているんですけれど、そ

の辺は楽になった部分なのかなと考えて

おります。

　あと、広域化がどうなのかということ

ですけれども、先ほども申し上げました

ように、まだまだ紆余曲折があるように
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考えております。市民の方に十分な周知

をすることなく制度を変えるということ

は、特に高齢者の場合は、非常に大きな

混乱を生むということで、これだけは何

とか十分やっていただきたいということ

で、大阪府市長会を通じて要望している

ところでございます。

○森内一蔵委員長　南野委員。

○南野直司委員　ご答弁いただきまして、

わかりました。

　後期高齢者に移行したときに、問題点

はということで、お聞きしました。これ

は周知することが大変だったということ

と同じだと思います。

　また、新しい制度ができましたら、そ

れを周知せなあきませんし、大変なこと

やと思います。

　現行の後期高齢者医療制度を改定する

という観点で、僕はやっていただきたい

なと思います。幾分か国保などの負担増

もあったと思いますけれども、いずれに

しても、現行の制度をそのまま使ってい

ただいて、実施し、継続していただいて、

あかんとこは改定していくという形でやっ

たほうが、市町村にとってはいいんじゃ

ないかなという課長のご答弁をいただき

まして、そういう感じがしました。

○森内一蔵委員長　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　以上で、質疑を終わ

ります。

　暫時休憩いたします。

（午後２時５９分　休憩）

（午後３時３０分　再開）

○森内一蔵委員長　それでは、休憩前に

引き続き再開いたしますが、議案第８号

の補足答弁を求めます。

　堤次長。

○堤保健福祉部次長　それでは、後期高

齢者医療保険につきまして、滞納繰越の

件数及び予算の積算方法について、補足

の説明をさせていただきます。

　平成２２年度末で、２３年度に滞納繰

越をしました件数は、総計で１，０４１

件、これを名寄せいたしますと、９５人

分となっております。

　滞納繰越分の収入額につきましては、

この滞納繰越をしました金額に、収納の

見込み割合を乗じて計上させていただい

ております。また、督促手数料につきま

しては、収納された金額を調定すること

になっておりまして、前年度実績を勘案

して計上させていただいたものでござい

ます。

○森内一蔵委員長　答弁が終わりました。

　暫時休憩いたします。

（午後３時３１分　休憩）

（午後３時３２分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します

　議案第７号、議案第１３号及び議案第

３６号の審査を行います。

　本３件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　質疑のある方。

　弘委員。

○弘豊委員　それでは、介護保険特別会

計にかかわる部分で質問させていただき

たいと思います。

　一つ目には、歳入の１０ページですけ

れども、調整交付金の額が新年度は１，

３３７万円ということで、昨年と比べて

９２３万円ほど減額になっております。

この調整交付金の計算方法ですね、仕組

みについて、また今後の見通しについて

も、わかるようでしたらお答えいただけ

たらと思います。

　それから、１２ページで大阪府財政安

定化基金交付金が２，４６４万７，００

０円入っておりますが、これにつきまし

ては、この間、保険料の引き上げを抑制
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するためにということで、基金の取り崩

しで、その３分の１の額が交付されてい

ると聞いておるわけですけれども、この

今回上がっている額については、第５期

の保険料の引き上げを抑制するために使

われているという認識をしているんです

けれども、この基金の取り崩しの大阪府

の分、また、国に返納されている分、そ

れぞれ交付されている分、どういう状況

で使われていくのか、今回、保険料引き

下げについては、全国的にされていると

いうことにつきましては、やはり大阪府

なり、国なりの、その基金の返還されて

いる分についても、被保険者の負担軽減

のために使われるべきということを思っ

ているわけですけれども、そのあたり、

使われ方がわかっているようでしたら、

教えていただきたいなと思います。

　続いて、歳出のほうですけれども、予

算書の２０ページ、２１ページにかかわっ

て、それぞれ保険給付費の介護サービス

等諸費、それから介護予防サービス等諸

費ということで、今回、それぞれの予算

が計上されております。

　１月に決定した介護給付の報酬改定に

よっても、さまざまな影響が出ているの

かなということが見て取れて、特に施設

系サービスなどについては、前年度と比

べて予算額は減っていくという形、また

それとは対象に、地域密着系サービスで

ありますとか、居宅介護サービスとかが

ふえていくような形になっていくのかな

ということですけれども、今回、第５期

かがやきプランの中でも、いろいろサー

ビス供給を適用されていくということの

見通しが立てられていっているかと思う

んですけれども、今後のそのサービス供

給量の問題で、平成２４年度の見通しに

ついてお答えいただけたらなと思います。

　それから、予算概要のほうですけれど

も、１８４ページで、要介護認定調査事

業ということで、３，２０２万３，００

０円組まれています。その内訳で、非常

勤職員等賃金ということで、今回６０４

万円が計上されておりますけれども、こ

れまではここの事業の中で非常勤の賃金

ということはなかったかと思うんですけ

れども、新たに加わっている部分で、ど

ういう形の仕事の中身になるのかなとい

うことと、それから、同じ事業の中で、

手数料が１００万円減額、認定調査委託

料のところで３５０万円が減額、前年比

でなっております。そうした状況につい

て、どういうふうに新年度、取り組まれ

るのか、事業の中身について、お聞かせ

ください。

　あと、予算概要の１９０ページになり

ますが、介護給付適正化事業ということ

で、給付実績チェック委託料が３４６万

５，０００円、前年比で２００万円ほど

増額になっておりますけれども、ここの

ところの中身について聞かせていただき

たいと思います。

　それから、条例にかかわってですけれ

ども、議案第３６号の介護保険条例の一

部を改正する条例制定の件ということで、

第５期の介護保険料の案が出されており

ますが、これは代表質問の際にも、我が

党からも指摘しましたが、これまでの基

準額の４，３５０円が、４，９９０円と、

大きく引き上がるということで、できる

だけ、この引き上げ幅を抑えるために努

力するということでも、以前、一般質問

の市長の答弁でもあったかと思うんです

けれども、もちろんご努力されて、そう

いう状況とは認識もしているんですけれ

ども、基金の取り崩しや、また財政安定

化基金で府から繰り入れられているとい

う部分はあるにせよ、保険料改定につい

てもっと独自の努力の中でやることがで
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きないのか、お聞きします。

　一般財源の繰り入れは、これまで何度

も要望もしてきましたけれども、それは

難しいということも言われてきてますけ

れども、実際、やっている自治体がない

かといえば、そうではないと思うんです。

そういったことで、この保険料の引き下

げのために、どういう研究とをされてき

たのかお聞きします。

　また、厚生労働省が試算のチェックシー

トみたいなものをつくっていて、それに

数字を当てはめると、大体これぐらいと

いうのが出てくる、それがそのまま、こ

こにあらわれてるんじゃないかととれる

わけで、もちろん、所得段階のところで、

特例第３段階ということで、非課税世帯

の方の中で、年金収入・家庭内収入が少

ない方に、新たな区分を設けての軽減と

いうことも取り組まれてますけれども、

まだまだやっぱり、この状況の中でも厳

しい負担になっていると思っております。

その辺の担当課の認識も聞かせていただ

きたいなと思います。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　弘委員の６点の

質問にお答えいたします。

　まず、１点目の調整交付金の仕組みと

見通しということでございますが、調整

交付金につきましては、国が給付あるい

は給付費に対して全国平均５％部分を、

それぞれの市町村の後期高齢者と前期高

齢者の割合、それからもう一つは所得段

階別の人数割合、この二つの補正係数で、

全国平均と比べて高いのか、低いのかと

いうことを出しながら、各市町村の調整

交付金の割合を決定するという仕組みに

なっております。

　本市の場合は、これまで前期高齢者が

全国平均と比べて多く、所得の高い方が

全国平均と比べて多いという傾向にござ

いましたが、若干その傾向が変化してま

いりまして、所得の低い方がふえてきて

おります。

　あと、前期高齢者の割合も減ってきて

いるんですが、これは全国平均のほうが

更に、前期高齢者が減って、後期高齢者

がふえているということになっておりま

す。

　この第５期の調整交付金の割合を推計

しましたところ、本来は国平均５％とい

うところが、摂津市では０．３４％とい

うことで、逆に言えば、４．６６％は国

から交付されないということになってお

ります。

　今後の見通しということですけれど、

あくまでこれは全国平均との差というこ

とになってしまいますので、摂津市の傾

向としたら、やはり後期高齢者がふえて

いくのかなと思いますし、所得について

は、平均レベルなのかなという感じがし

ております。

　それから、２点目の財政安定化基金交

付金の件でございますが、これにつきま

しては、本来、介護保険法に基づいて介

護保険財政が赤字となった市町村に、貸

し付けや交付を行うために市町村・都道

府県・国がそれぞれ３分の１ずつ拠出し

合って、都道府県のほうに基金を設けて

積み立てておったものですが、これが全

国的に非常に積み上がっているというこ

とで、今回、法令の改正がありまして、

一定部分を返還するということになりま

した。

　大阪府におきましては、２３年度末の

基金残高の見込みが、１９３億９，９６

０万７，０００円ということでございま

す。このうち、貸し付けとか交付という、

本来の目的に支障がないと判断した額を

確保した上で取り崩すということになり

まして、大阪府の取り崩しの可能額は、
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１０９億９，１３３万５，０００円とい

うことになりました。

　このうち、３分の１の約３６．６億円

は国のほうに返します。

　それから、同じく３６．６億円を市町

村に交付金ということで、拠出した割合

で案分して返還があると。残り、３６．

６億円は、大阪府のほうに基金を取り崩

して府の一般財源ということになります。

　国のほうは、都道府県から返還された

金額を、介護保険に関する事業に要する

経費に充てるよう努めるという方針が示

されておりますが、今のところまだ具体

にそれが、どの部分だということは、説

明は受けておりません。

　それから、大阪府につきましては、３

６．６億円のうち、１５億円を地域包括

ケア体制整備事業のために、新たな基金

を造成して、既存の地域福祉子育て交付

金の中で、市町村が介護予防や、それか

ら認知症支援、それと、地域包括支援セ

ンターの機能強化、こういった事業に活

用できるようにということで、交付する

ということで、先日説明があり、この活

用については、２４年度中の補正予算の

対応になるのかなと考えております。

　残りの部分については、大阪府が、介

護保険の給付費負担金に充当を予定して

いると聞いております。

　市町村への交付分については、摂津市

に交付される分は、２，４６４万７，０

００円ということで、当然、保険料の抑

制ということで活用しまして、この３年

間について、一人当たり、基準額の年額

で４４８円、月額にすると、３７円の負

担軽減に充てられるということになりま

す。

　介護報酬の改定にかかるご質問、影響

ということのご質問ですが、これも委員

からのご指摘のように、施設の給付に、

介護報酬については、減額改定、居宅、

地域密着型については増額ということで、

一般的にそういうことで聞いております。

平均すると、０．７％の増と聞いておる

ところです。

　この中には、介護従事者の処遇改善の

部分も、基金自体はなくなりましたけれ

ども、報酬の中に盛り込まれていると解

釈しております。

　今後のサービスの給付の見通しという

ことですが、この５期の中で給付の増を、

平均すると年７％ずつぐらいの給付の増

を見込んでいるということで、そういう

推計の中で給付費の額とか、保険料とか

を算定しております。

　今後も、サービスを利用される方がふ

えていくことが見込まれますので、給付

もふえていくと。３年ごとに介護報酬の

改定がありますので、そのときにまた大

きく変わる可能性があるということでご

ざいます。

　認定調査の事業について、一つには非

常勤の職員の賃金が計上されているとい

うことでございますが、これにつきまし

ては、２２年度の途中から要介護認定の

申請件数が急増したということで、これ

まで原則、調査については、保健センター

に一括して委託しておったんですけれど

も、保健センターだけでは対応できない

ということがありまして、２３年度の当

初から一部、臨時職員を雇用して、直営

の調査、もう一つ、市内の居宅介護支援

事業所に委託しまして、民間の事業者に

委託しましての調査と、それから保健セ

ンターでの調査ということで、３本立て

で既に実施しております。

　ただ、２３年度につきましては、当初

予算の時点で、そのあたりが見込めてな

い部分がありましたので、保健センター

への委託料を一部、流用して対応させて
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いただいておるということで、２４年度

からは、これを当初予算に見込んだとい

うことで、今言いました市直営の臨時職

員につきましても、非常勤職員２名とい

う形で予算を計上させていただいたとこ

ろです。

　手数料の減につきましては、これは要

介護認定の際の主治医の意見書の手数料

ということですが、これは実績から見込

んだ数字ということで、全体としたら増

加の傾向にあるんですが、昨年度大きく

見込んでおったということもありまして、

実績に応じて予算計上したということと、

それから委託料は減となっておりますの

は、先ほど説明しましたように、一部、

非常勤職員での対応ということになった

ことから、そちらのほうへ予算が回って

いるということでございます。

　５点目の給付チェックの委託料の増額

につきましては、一つに給付の適正化と

いうことで、あまり一般的でないような

サービスの組み合わせとか、過剰なサー

ビス提供が自動的に判別できるような、

コンピューターのソフトを導入しており、

それに基づいて、専門職の方に来ていた

だきまして、事業所のヒアリング等を行っ

ており、これが給付のチェックですけれ

ども、今回、２４年度の介護保険制度の

改正でありますとか、それから報酬の改

正、サービスの追加、そういった部分に

かかるシステムの改修の委託も含めての

増額ということでございます。

　６点目の介護保険条例の改正の中で、

保険料を抑える努力、どうしてきたのか

というご質問でございますが、確かに介

護保険料を算定するに当たりましては、

今後の要介護者数の見込みでありますと

か、サービスごとの利用の見込みであり

ますとかを出しますと、自動的に保険料

を計算するようなツールと言いますか、

ソフトが国のほうから配付されていまし

て、それによって数字を入れかえること

によって、保険料の算定も変わってくる

わけですけれども、今回、本市の保険料

の設定の特徴といたしましては、小規模

の特養を安威川の北と南に１か所ずつ新

たに設置するということで見込んでおり、

この部分が、一つ、保険料の自然増以外

の上昇の要因ということでございますの

で、特養を整備しないということであれ

ば、若干、ざっくりとした試算では、月

額にして１００円前後の減になるのかな

と思うんですが、大きな要因としては、

特養の整備という部分で保険料が自然増

以外に上がっているということでござい

ます。

　努力の部分ということでございますけ

れども、これは以前にもご説明させてい

ただいたかもしれませんが、４期の準備

基金の全額８，２０７万円、これをすべ

て繰り入れるということですので、一人

当たりにして年額１，４９３円、月額に

して１２４円の抑制ということになって

おります。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　２回目ですが、先に介護保

険料にかかわる部分です。

　確かに、努力もされて、極力抑えるよ

うにということで検討されたとは思いま

す。ただ、それでも１号被保険者の方た

ち、当事者の方たちの思いとしては、年

金から２か月に１回の支給の際に１万円

天引きされてという、そういう額になっ

てくるわけで、低所得の世帯、ある意味、

生活保護の方でも、その半額は第１段階

の一番安い保険料でもそういう額である

わけです。自治体によっては、そこのと

ころを引き下げるような制度をとってお

られるところもありますし、また、先ほ

ど私、指摘しました一般会計からの繰り
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入れが本当にできないのかということで

言いましたら、やられているところもあ

るということです。

　これは、我が党の国会質問の中で、当

時の厚労大臣が、この繰り入れを禁止し

ているものではないと。指導はしている

けれども、それに対するペナルティーで

あったりとかそういうことではないとい

うことだったと思うんです。

　実際に、繰り入れしている自治体がど

ういうことで繰り入れているかみたいな

ことも、少し調べましたら、最初に質問

しました調整交付金が、本来、国が２５

％、この保険給付費の負担を持つと言っ

ているのを、それだけ出さないと。５％

分は市町村ごとでそれぞれ案分していく

ということの中で、特にその調整交付金

がもらえてないところなどが、その分、

幾らかについてでも、一般会計から補て

んしようかということにされていると聞

きました。

　そういう意味では、今回、摂津のかが

やきプラン、ここに書かれている保険給

付費の決定について、この表が示してま

すように、この円グラフが国が２５％、

１号被保険者２１％ということでされて

いるのに対して、そうなっていないとい

うことに対してどうしてという、そうい

う市民の声もあると思うんです。

　このかがやきプランの説明のところで

すけれど、文章の中身は国が２５％では

なしに、実際は２０．３４％ですよとい

うことが書いてあるんですけれども、こ

の円グラフは２５％ということで書かれ

ていて、私、これを見たときに、これで

わかるのかなということも、率直に思い

ました。そういう意味では、今回のこう

いった説明の仕方も適切ではなかったん

じゃないかなと思いますし、改めてそう

いう角度から繰り入れを検討される、そ

ういうことが今後やれないのかというこ

とをお聞きしておきたいと思います。

　続いて、調整交付金にかかわってです

けれども、先ほどご説明いただきました

計算方法、毎年調整交付金の額は違って

くると思うんです。

　そうした中で、今回の保険料決定にか

かわるその計算の中でも、その調整交付

金の割合というのが０．３４％で、そう

いう形で計算されているんじゃないかな

と思うんですね。

　これは、来年、再来年、３年分の額が、

今度の保険料にかかってくるわけですか

ら、この一番低いんじゃないかなと思う

ような金額、もしかしたら更に低くなる

かもしれないということを考えておられ

るかもしれませんけれども、そういった

額で計算されているということで、そし

たら３年後には基金がまた残ってくるの

かなとも思いますし、その点が確認とし

て聞いておきたいなと思います。

　あと、財政安定化基金の交付金にかか

わって、国なり、府なりがそれぞれ使い

道、今後示してくるということにもなり

ます。これについても、ぜひ積極的に市

民の皆さん、保険者の皆さんの支援を一

層していけるような形で活用していける

ように、また働きかけを強めていただき

たいなと思います。これは、要望として

おきます。

　あと、給付にかかわる部分ですけれど

も、今回いろいろなサービス供給にかか

わる説明もいただきましたが、説明の中

で介護従事者の処遇改善の交付金、これ

も今回介護報酬の中に上乗せしてという

ことでありました。

　しかし、今回の介護報酬の改定で、増

額になるよという認識で、多くの方が思

われてたけれども、施設介護にかかわっ

ては、これは減額になっているというこ
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とですよね。

　そうしたときに、介護従事者の処遇改

善にかかわっても、その中に組み込まれ

ているとなりましたら、その施設で働か

れている、そういった職員の処遇という

のは、今後より一層悪くなるんじゃない

のかなと思うわけですけれども、そうい

うのは原課としてはどうみておられるの

か。

　それから、地域密着型サービスという

ことで、今後、小規模特養ということ、

また二つ計画の中では盛り込まれていま

す。

　これまで、小規模多機能ということで

事業が生かされてますけれども、そこは

利用料でみたときに、デイサービスや通

所系や、また在宅ケア、いろんなサービ

ス組み合わせても、月額これだけという

給付の額があって、更にサービスの利用

の都度、かなり高額な負担もしないとい

けないのかなと認識してるんですけれど

も、そういうサービスがふえていくこと

については、そういうサービス供給がな

ければ話にならないわけですけれども、

そのサービスを本当に必要な方が受けれ

る、そういう状況になるのかなというこ

とを、今回また心配になっているわけで

す。

　そういった意味では、今回保険料は引

き上げられる。また、サービスは本当に

受けられるのかなという、そういう不安

も強まる。そんな中で、利用料の減免制

度をこの１２年目の改定の時期に考えら

れないのかなということを、代表質問の

中で、安藤議員が最後２回目の質問のと

ころで触れましたけれども、答弁のほう

では直接それに合う答弁になってなかっ

たかなと思うんですが、お隣の吹田市な

んかでは、非課税世帯の方に対する利用

料の減額制度、また通所にかかわる食費

に１回１００円とかの上乗せ、そういう

制度があります。また、茨木市では、寝

たきりの方や認知症の方の在宅で介護さ

れている方に対する介護手当、月額５，

０００円、そういう給付があります。豊

中市なんかでは、国が地域支援事業なん

かで提案している家族介護慰労金という

ことでやられているけれども、それはや

らないということで答弁いただいている

から結構ですけれども、何がしかのやっ

ぱり支援が、要るんじゃないのかなと思

います。そうしたところの見解をお聞か

せいただきたいと思います。

　また、要介護認定調査にかかわって、

この間、何度か調査がなかなか見通しよ

りも多かったりということで、補正予算

で増額になったりということであったと

思うんですけれども、今回はもう非常勤

職員２名雇って、更にそこは人手が要る

んだということで今回の予算になってる

のかなと思います。

　そうした意味では、しっかりそうした

状況に対応していく、そういう予算にし

ていくことが大事ということで、ただい

まの説明のほうも了解しました。

　あと、介護給付の適正化事業、給付実

績チェックですが、これは、ケアプラン

チェックということで、一般的でない、

また過剰な給付がやられている、そうい

うケアプランがあるんじゃないかという

ことで、調査をされているということで

すが、実際どの程度そういうのがこの間

に出てきているのかなということ、介護

報酬が変わったからシステムを変更する

ということで、その分が増額になってい

るということを理解したんですけれども、

それ以外のところでいうと、特にこの実

績チェックに、更に予算をつぎ込まない

といけないとか、そういう状況になって

いるのかなとはじめに思いましたので、
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その辺のところの経緯をお聞かせいただ

けたらと思います。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　まず、保険料抑

制の努力ということで、一般会計からの

繰り入れについてどうなのかということ

ですが、これまでも何度かご答弁申し上

げていることとかわりはない答弁になっ

てしまうんですけれども、委員がおっしゃ

るように、国のほうが禁止しているとい

うわけではございません。いわゆる保険

料を決めるのは市町村、条例で決めると

いうことで、これはあくまで技術的指導

ですということで、従来から三原則とい

うことで保険料の全額免除と、それから

収入のみに着目した一律減免、それから

減免分に対する一般財源の投入について

は適当ではないという内容で、今回第５

期の策定にあたりまして、昨年１２月１

６日付で大阪府を通じて国から口頭で改

めて助言があったことについて、原則を

守るようにという通知もあったところで

す。

　他の自治体では、その調整交付金部分

のみでも、それを補てんするような形で、

一般会計から繰り入れているところもあ

るというご指摘でもございますけれども、

調整交付金につきましては、まず５％を

確実に確保するようにということで、こ

れも制度開始当初から毎年、全国市長会

を通じて重点要望ということで、上げさ

せていただいているところでありまして、

独自にということは現時点では考えてお

りません。

　調整交付金は、毎年変化するはずであ

るが０．３４％と見込んでいてて、最終

どうなるのかといったご質問だったかと

思うんですが、ご指摘のように、実際に

は毎年、毎年実績に応じて交付されます。

ですので、計画では０．３４％で計画し

まして、それによって保険料も決まると

いうことですが、実際には０．５％入っ

てくる年もあれば、もしかしたら０．２

％になるかもしれないということで、そ

の分の多い少ないというのが、いわゆる

赤字、黒字の部分に影響するのは事実で

す。

　給付が大きく予想よりふえたり、予想

より少なかったりということのほうが、

実際の赤字、黒字には影響する部分が多

いので、調整交付金の実績でいうのは、

介護保険財政全体からすると、そう影響

はすくないのかなと思っております。

　それから、介護報酬にかかわって、介

護従事者の処遇改善が、今回交付金から

報酬の加算ということになったというこ

とに伴って、施設の報酬は減るけれども、

処遇は今まで以上に上げていかないとい

けないということになります。

　確かに、矛盾した話ではあるんですけ

れども、ここについては、施設の介護報

酬が下げられたということは、一定全国

的に施設については、運営が円滑にいっ

てるんだという国の判断があったのだろ

うということですので、いわゆる法人の

努力で処遇はよくして、あとの運営経費

を圧縮して、サービスの質が落ちないよ

うに努力していただくということになろ

うかなと思います。

　地域密着型については、報酬が上がっ

たということで、介護報酬と利用者負担

というのは、表裏一体と言いますか、リ

ンクしたものですので、どうしても報酬

が上がると利用料も上がってしまうとい

うことで、確かに利用料の負担が高額に

なってくると。今現在でも、地域密着型

のサービスについては、やはり利用料の

負担が多いという声は確かに聞いており

ます。

　この部分については、独自に何かでき

－57－



ないかということですけれども、財政的

に何ができるかというと非常に難しいん

ですが、国に対しては以前から利用料負

担については、抜本的に低所得者の配慮

してくれということで要望しております

が、中でも食費と居住費については、施

設サービスについては、所得に応じて負

担限度額があるけれども、地域密着型の

例えばグループホームでありますとか、

小規模多機能については、負担限度額と

いうのがなくて、それぞれ実費負担とい

うことになってますので、所得の低い方

でも負担が多いということがありますの

で、その点の何とか施設と同様の制度化

ができないのかということも要望してい

るところでございます。

　利用料減免につきましては、現在のと

ころ大阪府内で見ますと、松原市、八尾

市、羽曳野市、富田林市、豊中市、大阪

狭山市、吹田市ということで、七つの保

険者で独自の利用者負担の減免を行って

おりますということですが、これも制度

開始当初とほとんど増減なく、新たに開

始したというところも最近は聞いてない

ところです。

　その内容につきましても、市によって

まちまちということで、単純に比較でき

ないと思ってるんですが、まず本市とし

ましては、財源の問題もありますし、給

付と負担の公平性という考えもあります

ので、独自の軽減を行うという考えは、

現時点では難しいのかなということで、

先ほどの地域密着の食費や居住費ととも

に、国のほうに抜本的な対策を引き続き

要望していきたいと思っております。

　給付の適正化の事例ということですが、

これは、平成２１年度から実施している

事業でして、当初市内のケアプランの事

業所を年間１０事業所を選択しまして、

ヒアリングをしてケアプランのチェック

をして、それからまた次１か月後に助言・

指導するということを繰り返しておりま

す。

　平成２３年度からは、いわゆるヘルパー

の事業所についても、同様に訪問介護の

計画の点検・チェック・助言ということ

をしております。

　これは、この事業の趣旨としまして、

いわゆる重箱の隅をつついて、この分の

お金を返せということではなくて、ケア

プランの質を高めていただくとか、計画

の立て方を学んでいただくとか、そういっ

たことを重点にしておりますので、これ

によって幾ら返還があったのかというこ

とは、みえにくい形になっております。

いわゆる、この事業の助言の中で、自主

的に今までのプランを点検していただい

て、過誤調整という形で、自主的に書類

を差しかえていただくということはして

おりますが、大体一回、１事業所を呼び

ますと１、２件はそういうのは事例があ

るのかなとは思ってるんですけれども、

具体的に数字としては上がっていないと

ころです。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　保険料の軽減、また利用料

の減免等々、やっぱり制度開始当初は、

まだやれても、今の時点はやっぱり１２

年前と随分違ってると思うんです。保険

料についても、ほぼ２倍になってますし、

利用料についても、必要な方は本当に高

い利用料を払わなければならないか、若

しくは払えないから使えないということ

になってるんじゃないかと思っておりま

す。

　そういった意味で、ぜひ１２年前から

今まで、途中で制度何かしら追加してやっ

ているところはないということでありま

すけれども、この１２年目、抜本的な改

善なり、改革なりということで、介護保
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険法の改定をやられてきているわけです

から、それは今この摂津の中で必要なこ

とがあれば、やっぱりやっていくという

ことで考えていっていただきたいと要望

としておきます。

　それから、調整交付金の問題ですね。

やっぱり３年みたときには、来年、再来

年、今よりも多いかもしれない、少ない

かもしれないということがありますけれ

ども、そんな中で、余れば基金として、

次の保険料の引き上げ額を抑制するのに

使われるということですけれども、今払っ

てらっしゃる方については、本当にそれ

で納得できるのかなということがありま

す。

　ある意味、大阪府の財政安定化基金と

かもあるわけで、以前はやっぱり足りな

くなったときには、ここからの借り入れ

もして、あと帳じりを合わせるというこ

ともあるわけで、前倒しして今の被保険

者から保険料が取られていく、そういう

仕組みですよね、そこのところを、納得

できないなという思いをどうしても持っ

てしまいます。

　これは、私の意見として言っておきた

いと思っております。

　あと、介護報酬の関係で、介護従事者

の処遇改善が本当にやられていくのかと

いうことで言いました。今、施設介護の

ことで意見を言わせてもらいましたけれ

ども、在宅介護のほうでも、やっぱりヘ

ルパーの６０分の生活援助、ホームヘル

プの事業が４５分の単位に下がるとか、

そんなことになれば、１回のホームヘル

プの単価が下がってとかいうことなんか

も耳にします。

　厚労省は、やっぱり介護給付がどんど

んとふえていくのを抑制するために、こ

ういう介護報酬に設定しているのかなと、

どうしてもそう思わざるを得ないような

今回の改定だなととらえてます。

　そういった意味では、やっぱり各事業

所それぞれの実態もまたつかんでいただ

いて、また利用者が本当に必要なサービ

スを受けれる状況になっているのかとい

うことも、きちんとまた見ていただいて、

今後の施策にもつないでいっていただき

たいなと思っております。これも要望と

しておきます。

　あと、要介護認定調査の関係は、結構

です。

　最後、給付実績チェックですね。これ

については、先ほど特にこれによって返

還金があったりとか、報告を受けるわけ

でないようなことでしたけれども、実際、

事業としてやっている上においては、こ

の実態、本当にどうなのかというのは、

つかんでおかなければならないんじゃな

いかなと思っております。

　このケアプランチェックのことでいう

と、ケアマネージャーに対する減算みた

いな、ある意味ペナルティーなんかもあ

ると認識してたんですけれども、これは

そういうことではなくて、ケアマネジャー

の給付、半額削られるとか、確かそうい

うことがあったと思いますので、調べて

いただいて、この状況をまた報告してい

ただきたいなと思います。今、つかんで

いる数字とかはありましたら、今答弁で

きるようでしたらお願いしたいと思いま

すが。

○森内一蔵委員長　全部要望でしたので、

よろしいですか。

　ほかに。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、私のほうからも

介護保険特別会計、議案第３６号の値上

げ、やはり納得できない。そういうとこ

ろで、保険料についてお聞かせいただき

たいと思うんですが、保険料値上げを決
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めるに当たって、極力上げないようにと

いう努力を述べられておりますけれども、

先ほどの答弁の中でも、自動的に算出す

る国からのソフトを使ってという話も出

てました。

　結局、出てきた結論が国の指針とほと

んど変わらん５，０００円弱という話で

すよね。給付の伸び率の予想とか、積み

立てを使うというのは当然というたら、

レールの上に乗っかっている仕組みの中

でやってはるわけですし、代表質問でも

聞かせてもらってますけども、年金生活

者が年金が下がって、今度水道料金の減

免廃止で水道料金も上がると、介護保険

料がこんだけ上がるということが、市民

にどんな負担になるのかという観点が抜

け落ちているんではないかと。

　こういうので保険料軽減が必要やとい

う結論になれば、繰り入れも考えないと

いけないんじゃないかという話にならな

いのかと。

　もともと、介護保険料が、国保とか税

金に比べても所得の低い人ほど、これ負

担割合が高くなっている制度です。金額

ではなくて、収入に対する割合というの

は、非常に低所得のほうが高くなってい

る保険です。

　この摂津市の介護保険で、平成２１年

の所得割合の構成比でも５５％が非課税

世帯４段階以下ですね。８１％が所得２

００万円以下、要するに基準額の１．２

５倍、このぐらいの保険料でも頑張らん

といかんという制度です。１０段階とい

うのは、もうわずか２％ですよね。

　非課税で収入のない人にも保険料がか

かるという、こういう仕組みをどう考え

ていくのかと。

　つまり、いろんなところからの扶助を

受けている人も、保険料が課されるとい

うことが、本当に生活費に負担を求めて

いるような状態ではないかと。市民生活

に負担をかけないための市の手立という

点で、この値上げの見直しを行っていた

だくという考えがないのかというのを、

お聞かせいただきたいと思います。

　次に、滞納ですけども、摂津市のホー

ムページで、滞納すると健康保険の資格

証と同様に介護保険サービスの費用を、

とりあえず全額負担をせないかんという

形になるという、このペナルティーが示

されておるわけですけれども、介護保険、

自己負担は１割ですね。２年以上の滞納

には３割負担になるということも書かれ

ているわけですよ。

　先ほど、そこには滞納処分も行ってい

きますということも書いてるわけですけ

れども、年金からの天引きなんで、そん

な状態があるとは思いませんけれども、

介護サービスの排除もしながら、強制的

な徴収も行っていくこともできるという

大変な制度ですけども、こういったペナ

ルティーの適用状態というのがあるのか

どうか、お尋ねしたいと思います。

　参考に聞きますけど、滞納状態は、介

護認定の申請プランには影響しないと思

うんですけれども、認定審査なんかも差

し障りがあるのかどうか。国保は、２年

間国保料を、さかのぼりで請求されます

けれども、介護保険も１２年目になりま

すけども、２年分さかのぼる、もっとさ

かのぼるという状態になっているのか、

滞納に対する対応をお聞きしたいと思い

ます。

　次に、かがやきプランで、小規模の老

人介護施設の拡充計画について聞きたい

と思うんですが、二つの拡充計画となっ

てますけども、この間、説明で民間に募っ

ていくという話をお聞きをさせてもらっ

てるんですが、これまでに介護事業、採

算が合わなくて撤退した業者という方も
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ありますね。それから、不正が発覚した

ものもありますね。必要な介護が提供で

きるという、継続的な公的な事業という

のが必要なんではないかと思うんですけ

れども、民間からの老人介護施設、これ

計画されてますけども、応募がなければ

公的にも行っていくという路線変更みた

いなのもあるのかどうか、お聞かせいた

だきたいと思います。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　保険料改定につ

いてでございますが、確かにこの分の整

備を見込むと保険料が上がる、これを整

備しなければ保険料は下がると。ぱっと

自動的に計算される仕組みですので、結

論から言いますと、委員がおっしゃるよ

うにこのほかの努力と言ったら、一般会

計からの繰り入れしかないと思います。

　現時点で、市として一般会計の繰り入

れをするという判断には至らなかったと

いうことでございます。

　確かに、低所得の方のほうが、負担が

多くなるような仕組みということですが、

所得の高い方というのはわずかしかいらっ

しゃらないので、そこを幾ら上げても低

い方の保険料を下げることはできないん

ですね。３年前にもいろいろと工夫して

区分を細分化して、できるだけ所得のあ

る方にはたくさんお支払いいただこう、

低所得の方には軽減しようということで

工夫もしてみたんですが、これもどうも

うまくいかないという仕組みになってい

るということでございますので、現時点

ではこういう保険料設定となったという

ことでございます。

　ちなみに、全国平均的な数字じゃない

かということですが、大阪府内で見ます

と、直近の試算、２月１０日に新たに市

町村同士で情報交換しておるんですけれ

ども、摂津市の４，９９０円というのは

低いほうから１９番目、４１の保険者で

すので、ちょうど真ん中ぐらいというこ

とになっております。

　北摂の平均は４，８００円台ぐらいに

なりそうですので、今までは北摂の中で

は１番高いと言われてましたが、今回は

北摂の中で真ん中ぐらいなのかなという

ことで、確かに負担がふえるということ

自体は心苦しい部分はあるんですが、現

状では国のルールどおりにさせていただ

いているというところでございます。

　それから、滞納に伴う給付制限という

ことでございますが、介護保険料につき

ましても、２年が時効ということでござ

いますので、時効が来て年度末に欠損を

したという保険料がある方については、

３割負担ということになります。

　これは、介護保険の利用をしたいとい

う認定の申請があって、申請の決定をお

ろす時点でペナルティーがかかるという

仕組みになっておりまして、現在３割負

担になっている方は３件ということで、

それに至る償還払いということで、一た

ん全額を払って、あとで９割分お返しす

るという方が２件という状況でございま

す。

　それは、ペナルティーがかかっている

方がいらっしゃるということで、中には

実際には入院されていて、介護保険を使っ

ておられないという方も含まれておりま

す。

　小規模特養、施設整備の考え方という

ことで、民間がなければ公でもするのか

ということですが、確かに民間のいわゆ

る営利企業でございますと、撤退とか不

正とかいうことで、即利用者の方に迷惑

かかるということもあろうかと思います

が、小規模特養につきましては、社会福

祉法人ということで縛りがございます。

社会福祉法人についても、それは不正が
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ないとは言い切れない部分はあるんです

けれども、一定信頼できるところで募っ

てと考えております。

　その分、民間ではなくて公でという考

えはないのかということですが、現在の

ところ、公でという考えは持っておりま

せん。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　ペナルティーも、滞納

で、ある程度はあるということもお聞か

せいただきました。

　結局、お金がないと介護を受けられな

いという制度にしてはいけないと思って

るんですけれども、保険料に関しての国

の三原則の準拠というのが、結構厳しい

ものだというのは思うんですけれども、

それこそさっき言われたように、本来自

治体の事務でありまして、２００２年３

月、我が党の国会の質問で、地方自治法

上従う義務というものはないというのは

確認されておるわけですから、独自減免

とか、それこそ可能やと、高すぎるとい

う認識さえ持っていただければいけるの

ではないかと思ってるんですけども、多

くの高齢者は、それこそ住民税非課税の

低所得者でありますし、その対策として

保険料とか、利用料とか、減免制度を市

のほうでやっぱり確立していくというこ

とが、私は重要だと思います。

　そういった意味で、お金がなくて介護

にかかれないという自体をなくすために

も、ぜひ検討をお願いしたいと思います。

要望でいいです。

　小規模のほう、社保の法人ということ

で、これ二・三年先の話なんでしょうけ

れども、見通しはどんな感じか、最後に

お聞かせいただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　小規模特養の算

入の見通しということですけれども、か

がやきプランでは、平成２５年度に１か

所、２６年度に１か所という計画を立て

ております。

　正式にはまだ公募しているわけでもご

ざいませんので、幾つか市内の社会福祉

法人の方と雑談と言いますか、お話はさ

せていただいて、参入の意向は示してお

られるとこもありますが、条件次第とい

うことで、やはり一番土地が難しいとは

聞いております。

○森内一蔵委員長　ほかに。

　南野委員。

○南野直司委員　それでは、介護保険特

別会計予算についてお聞きしたいんです

けども、まず１点目ですけども、１２ペー

ジの先ほどご答弁ありましたけども、お

さらいになるかもしれませんけども、確

認だけさせていただきたいと思います。

　大阪府の財政安定化基金交付金２，４

６４万７，０００円についてですけども、

私の認識している部分は、第５期の介護

保険料の設定と、それから財政安定化基

金の取り崩しについてということで、昨

年国会において成立いたしまして、今回

の介護保険法の改正は、高齢者が地域で

自立した生活が営まれるよう医療・介護・

予防・住まい・生活支援サービスが切れ

目なく提供される、先ほど課長からあり

ましたけれども、地域包括ケアシステム

実現に向けた取り組みを進めることにポ

イントがありまして、より重要な視点は、

来年度、平成２４年度から２６年度まで

の第５期介護保険事業計画における介護

保険料の設定について、特例が設けられ

ましたということで、特例的には、先ほ

どありましたけども、平成２４年度に限

り、都道府県に設置されている財政安定

化基金の一部を取り崩して、第１号保険

料の軽減に充てることを可能にしたとい

うのが、この１２ページにあるこの大阪
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府の財政安定化基金交付金であると。

　これは、平成２４年度だけで、その次

の平成２５年度・２６年度もこの基金は

あるけども、特定財源として、さっきあ

りましたけども、保険料の軽減には使え

ないのかどうか。先ほど、一人当たり４

４８円と言われてたように認識します。

年間ですね。月にしたら３７円になると

いうこと。その辺もう一度お答えいただ

きたいのと、それから、これは平成２１

年からの分ですけども、介護給付費の財

政調整交付金について、申請にかかる厚

生労働省への所得段階別の被保険者数の

報告数値の一部に誤りがあったというこ

とで、満額戻ってこなかったけども、国

に対しては、引き続き制度改善への要望

を行うということでされておりまして、

再発防止としまして、担当課のほうでミー

ティングを充実したり、メールの確認を

したり、チェック体制の強化に取り組ん

でおられると思うんですけども、平成２

４年度としての取り組みについてお聞き

したいと思います。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　まず、１点目の

大阪府の財政安定化基金についてでござ

いますけれども、平成２４年度限りと言

いますのは、この基金は、もともとそれ

ぞれの市町村が拠出してつくったもので

す。市町村において、保険財政の給付が

予想外に伸びたということで赤字になっ

たというところについて、貸し付けとか

交付ということを、一定のルールで行う

というもので積み立てておるものです。

　ところが、それが積み上がり過ぎたと

いうことで、必要な分だけ残して、一た

ん市町村に返しましょうという趣旨でご

ざいますので、返した部分というのは、

もともと拠出のもとになったのが保険料

の一部でしたので、それは保険料の抑制

に使ってくださいということです。

　残った部分については、この平成２５

年度・２６年度にもし給付が計画以上に

伸びて、赤字になって財政が回らないと

いう市町村が出てくれば、そこに本来の

目的で交付されるということで、保険料

の軽減に使えるのは、今回限りですよと

いうことでございます。

　これは、仮定の話ですけれども、もし

府に積み上げた基金がゼロになった、あ

るいはゼロに近くなったということにな

れば、今度市町村が赤字になったときに、

それを補てんするような財源がなくなり

ますので、今度はまた市町村からそれぞ

れ幾らかずつ保険料を元に拠出してくだ

さいねということになるということで、

３年ごとに拠出率というのは変わってき

てます。

　調整交付金の係数誤りに関連してです

が、これについては、２２年度に特別調

整交付金ということで７割が交付されま

した。残りの３割については、交付がな

かったということで、引き続き国へ要望

ということではございますけれども、単

年度で完結するような調整交付金の仕組

みになっておりますので、できれば介護

保険財政が３年で収支が合うような中期

財政をとっておりますので、調整交付金

についても、３年で精算できるようなも

のにということで要望はしておるんです

けれども、なかなか国のほうはそれを受

け入れてはくれていないという状況でご

ざいます。

○森内一蔵委員長　南野委員。

○南野直司委員　大阪府の財政安定化基

金交付金についてご答弁いただいたわけ

ですけども、介護保険料の改定につきま

しては、基準月額４，３５０円から４，

９９０円ということで１４．７％、月額

６４０円の増になるんですかね。
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　特に、低所得者の方に対しては、厳し

いかなという認識をしているんですけど

も、例えば、先ほどもあったかもしれま

せんけど、低所得者の方への配慮という

観点で、今１０段階ですよね、確か介護

保険料の基準が。そこから、新たにまた

低所得者の方に対して、何段階か設けら

れるのか。その辺、特にそういった方に

対しての配慮の観点から、どのように考

えられているのか。

　いずれにしても、全体的には、もっと

財政の安定化基金の交付金が多ければ、

激変緩和はできると思うんですけども、

何とかこの平成２４年度だけでも、どう

にかして激変緩和していただきたいなと

は思うんです。平成２５・２６年度とい

う３年間でありますけど、低所得者の方

に対しての配慮、その点をお聞かせをい

ただきたい。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　保険料改定にか

かります低所得者のへの配慮ということ

でございますけれども、今回第３段階の

特例ということで、非課税世帯で、収入

が年８０万円から１２０万円の間にある

方については、基準額の０．７という細

分化をしました。

　全体では１０段階ですけども、前回の

改定で第４段階の特例というのが設けら

れてますので、これも世帯課税で本人が

非課税で、その収入が８０万円までの方

というのが特例の第４段階ということで

すので、段階は１０段階ですが、区分と

しては１２区分ございます。

　非課税の方で更にその収入が少ない方

で、更に細分化というのは、なかなか難

しいんですね。８０万円、これは、恐ら

く国民年金の額に近い額で、８０万円と

いう線が引かれているんだと思います。

もう一つは１２０万円。例えば、間にも

う一つ１００万円のラインを引くかとか、

１２０万円の上にライン、１２０万円を

どんどん超えていきますと、今度は課税

世帯となりますので、非常に難しいとい

うことで、低所得のところで細分化とい

うのは、技術的に困難と考えています。

　摂津市をはじめ幾つかの、多くの自治

体で独自の保険料の減額というものをし

ておるんですけれども、それについては、

収入だけじゃなくて、例えばだれからも

扶養されていないとか、資産を持ってお

られないとか、預貯金が一定額以下であ

るとか、収入だけじゃなくて別の基準も

設けて、減額をするという仕組みはつくっ

てはおるところです。

　なかなか高齢者の方というのは、ほと

んどが年金の収入だけという方が多いの

で、そこで区分するのが非常に難しいと

考えております。ということで、激変緩

和ということも難しい。今回できないと

というふうに考えております。

○森内一蔵委員長　南野委員。

○南野直司委員　先ほどからかぶります

けど、財政安定化基金交付金が一人当た

り４４８円ということでありまして、例

えば簡単に言いましたら、今の保険料、

１段階で２万６，１００円となってます

けど、いずれにしても、最後要望としと

きますけども、特に低所得者の方には配

慮して、この交付金を使って、激変緩和

をやっぱりしていただきたいという、ご

検討いただけたらありがたいなと思いま

す。これは、要望としときます。

○森内一蔵委員長　ほかにはよろしいで

すか。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午後４時４６分　休憩）

（午後４時４８分　再開）

○森内一蔵委員長　それでは再開します。
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　議案第３１号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　質疑のある方。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　質疑なしと認め、質

疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午後４時４９分　休憩）

（午後４時５０分　再開）

○森内一蔵委員長　再開いたします。

　議案第２２号所管分の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　質疑のある方。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、私からこの条例

改正に伴うというか、もともとの障害者

自立支援法の改正についてお聞きします。

　これは、今国会でも自立支援法の一部

改正ということで、抜本的な改正には至

らない、同法を廃止して抜本的に変えて

ほしいという障害者の願いには、なかな

かこたえられていないという問題点があ

るんですけれども、前回の改正について。

今回、参考資料の１５ページの１４条で、

放課後等デイサービスも実施されている

と思うんですけど、その名前が変わると

いうこととか、１６ページの利用料で１

割負担と明記してあったものが、文言の

削減がされているということで、実際の

この辺の条例が変わることでの変化があ

るのかどうか、お聞かせいただきたいと

思います。

○森内一蔵委員長　吉田課長。

○吉田障害福祉課長　それでは、山崎委

員の、条例が変わることでの変化という

ことでのご質問に関してお答えさせてい

ただきます。

　今回の条例改正の大きな点というのは、

自立支援法の改正と児童福祉法の改正と

いうことで、今まで自立支援法であった

児童デイサービスのほうが児童のサービ

スということで、今回制度の名前等を置

きかえさせていただいているということ

が１点ございます。

　それ以外に、考え方といたしまして、

障害の考え方というよりも、児童の発達

の段階での支援という考え方を根本とし

てなっておりまして、未就学児と就学児

という考え方で分けさせていただくとい

うことになっております。

　それで、主に未就学児の支援をしてい

ました知的障害児の通所の支援施設は、

多くの場合はつくし園ということですけ

れども、児童発達支援センターというこ

とに変わっていくと。

　児童デイサービスの中で、未就学児の

部分を児童発達支援事業、就学児の部分

を放課後デイサービスという事業の分か

れ方になってくるということで、非常に

今回の法改正での考え方が大きく変わっ

たというのが特徴としてございます。

　障害児童センターに関しましては、主

にやっぱり児童の発達の訓練等を、特に

未就学児の訓練等を主にしておる部分が

ございますので、専門の作業療法士とか、

めばえのほうにもおられますし、グルー

プ支援とかも中心にしているということ

で、今回の制度改正に関しまして、条例

改正に伴って大きく体系等を考えさせて

いただいたと。

　今後の児童発達支援センターに関しま

しては、３年間の間に新たな整備等もす

るということになっておりますので、そ

の中で考えさせていただくという点が、

条例改正に伴う分かなと思っております。

　また、利用料に関しましては、ご指摘

があったように、自立支援法の大きな指

摘点ということで、応能負担という考え
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方になりまして、実際のところ、もう既

に非常に減免制度になっておりまして、

国の基準でも上限が４，６００円と、非

課税世帯に関しましてはゼロと。その上

限の１か月４，６００円以上の１割負担

の方というと、摂津市の場合でしたらお

一人だけぐらいですけど、ただなかなか

そこまで、つくし園なんかは比較的回数

が多いので、そういう４，６００円に到

達している方おられるんですけど、１割

負担の方というのは、実際ほとんどおら

れないというのが現状になっておると思っ

ております。

　また、今回先ほど言ったように、児童

の特に未就学児の発達支援ということが、

今後やっぱり注目というか、それに力を

入れていくべきかということで、利用料

の減免の制度をつくらせていただいて、

できたら無料の方向で考えていけたらと

思っております。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　ぜひ、利用料の減免制

度もしっかりとやっていただきたいと思

いますけれども、特にそれこそ障害児と

いうことではなくて、発達支援に拡充さ

れるというのは、私も非常にいいとは思

います。

　けれど、その自立支援法に関して言え

ば、内閣府が障害者制度改革推進会議の

総合福祉部会ということで、昨年８月、

骨格・提言をまとめたというところで、

必要な支援にお金がかかるというところ

なんかも、障害者の方々はどうかという

てはるわけですから、こういったことも

自治体からも国のほうにしっかりと声を

上げていただきたいと思いますので、よ

ろしくお願いをいたします。

○森内一蔵委員長　ほかに。

　弘委員。

○弘豊委員　１点だけ質問したいと思う

んですけれども、この条例の中、摂津市

立障害児童センター条例の一部改正とい

うことで、中身は先ほど説明された部分

かと思うんですが、知的障害児通園施設

を児童発達支援センターにということ、

また、障害児通園事業施設を障害児通所

支援事業所に改めるということでありま

すが、この障害児童センターの中では、

もちろんこの事業が主体でやっています

し、これ以外の事業もやられていると思

うんです。その中で家庭児童相談室が子

育て支援センターと安威川以北は支援セ

ンターで、以南はこの障害児童センター

でということで、子どもの育児にかかわ

る相談が受けられるわけですけども、以

前に小学校中学年ぐらいだったと思うん

ですけれども、娘さんに少し発達のおく

れがあるのかなということでの相談に行

かれる際に、子どものほうが私は障害が

ないよということで、どうしてあそこに

行かないといけないのということで、大

分壁があったということをお聞きして、

小学校中学年、高学年ぐらいになってく

ると、どうしてもそういう思いというの

があるのかなという気もして、もちろん、

普段利用されている方たちからしてみた

ら、今の名前で特に支障があるというわ

けではないけれども、今回、こういう事

業の中身が変わるに当たって、障害のあ

る子どもだけでなくて、もっと幅広く、

支援の必要な方たちが利用するというこ

とでの名称の変更みたいな、そういった

ことが検討されることがなかったのかど

うか、１点だけお聞かせいただきたいと

思います。

○森内一蔵委員長　吉田課長。

○吉田障害福祉課長　今回、名称の変更

がなかったのかという点でございますが、

まずは今回の制度改正のための変更を主

にさせていただいた。先ほど少しお話し
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させていただいたように、３年間の間に

サービスも含めて、児童発達支援センター

に関しましては考えていくという方向性

がございますので、その中で名称も含め

た検討をしていけたらなという議論はさ

せていただいた状況でございます。

○森内一蔵委員長　ほかに、ないですか。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午後５時　　　休憩）

（午後５時１分　再開）

○森内一蔵委員長　それでは、再開いた

します。

　議案第３２号の審査を行います。

　本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。

　弘委員。

○弘豊委員　この条例についても１点だ

け質問させていただきたいと思います。

　条例の中身にかかわることではないん

ですけれども、今回第３期の障害福祉計

画が今、パブリックコメントもかかって

策定されてきているわけですけれども、

この冊子の中で障害者施策推進協議会の

項目が設けられておりまして、冊子の中

に条例も紹介されているんです。この案

の段階ではことしの２月ということで、

改正前の案が出されていますけれども、

冊子ができ上がるのが３月ということに

なりましたら、４月１日から条例改正を

されますけれども、そのあたり掲載がど

うされていくのかということで、お答え

いただけたらと思います。

○森内一蔵委員長　吉田課長。

○吉田障害福祉課長　弘委員の条例改正

後の障害福祉計画の記載ということです

けれども、特にやっぱり今回の法律改正

で施策推進協議会に関しまして、障害福

祉計画を法的に確認していくものという

ことで、障害者基本法にも確認された状

況でございますので、実際、３月末とい

うことでどういう形で載せていくのかと

いうことは実際、できるだけ反映できた

らと思いますけど、いろんな状況のタイ

ムスケジュール等もございますので、で

きるだけ考えていく形でやれたらなとは

思いますが、そういうことを改めて考え

させていただいて、施策推進協議会等に

も確認していきたいと思っております。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　この議案の採択が最終日の、

３月の末になりますもんで、それまでに

冊子ができてしまうのかどうなのかな、

ということが気になりましたので聞かせ

ていただきましたけれども、古い条例の

中身をずうっとまた３年間載せたままに

しておくというのも、おかしなことなの

かなということを思いましたので、検討

もされて中身に反映させていっていただ

けたらと思います。

○森内一蔵委員長　ほかにはないですか。

よろしいですか。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午後５時　４分　休憩）

（午後５時１０分　再開）

○森内一蔵委員長　それでは、再開をい

たします。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　討論なしと認め、採

決します。

　議案第１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　続いて、議案第３号について可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。
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（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第６号について可決することに賛

成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第７号について可決することに賛

成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第８号について可決することに賛

成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

をいたしました。

　議案第９号所管分について可決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第１１号について可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１３号について可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１９号について可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２１号について可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第２２号所管分について可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２４号について可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３１号について可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３２号について可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３５号について可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。
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　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３６号について可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　暫時休憩いたします。

（午後５時１３分　休憩）

（午後５時１５分　再開）

○森内一蔵委員長　それでは、再開をい

たします。

　以前にお話をいたしましたけども、委

員会の視察について所管事項に関する事

務調査ということで、どうするかという

ことで皆さんのご意見をお聞きしたいん

ですけども、どうでしょうか。

　一応、予算も計上したということで、

する方向でということもちらっと聞いて

おるんですけど、皆さんのご意見を聞い

て集約したいと思います。

　弘委員、どうですか。

○弘豊委員　予算化した中で、更に深め

て今後も取り組んでいく点というのは、

あるのかなと思っています。

　とりわけ、私なんかが感じたのは環境

政策課などもでき、地球温暖化防止の、

そういう取り組みも取り組んでいこうと

いう中で、摂津市はよそから視察にも来

られる先進市とも言われていますけども、

でも、実感としてそこまで思えない。もっ

とやっぱりよその取り組みなんかを取り

入れていくことなんかが大事かなと思い

ますし、保健福祉にかかわる分野につい

ては、市町村、自治体ごと、さまざまだ

と思いますけれども、先進市の取り組み

なんかに学んでいく部分も必要なのかな

と思います。

　当面、その場所についてとかは、今で

はないですね。

○森内一蔵委員長　実施するか、それか

ら時期等について、それから調査項目も

もしよければということですけども、今、

決めるのは非常に難しいと思いますので、

民生が所管している中で、今後検討して

いくということでいいんじゃないかなと

思うんですけど。方向性だけお聞かせい

ただけたらと思います。

○弘豊委員　そうですね。

　分野を深めていく研究ということで、

委員会で取り組むということをぜひ年度

内にやられたらということで思っており

ます。

○森内一蔵委員長　山崎委員、どうです

か。

○山崎雅数委員　この間も言われてまし

たけども、４Ｒの先進部分とか、結構、

摂津市は頑張ってはりますけれども、リ

サイクル活動を先進で、それこそやって

はるというところもあるでしょうし、長

野県なんかは県をあげて元気なお年寄り

が多いとかいう話、それから健康推進部

分での先進の地域、環境が違ういうたら、

違うかもしれませんけれど、そういった

ところも見に行くとか、それぞれの分野

で見に行って、民生の部門の分野で提言

型の、摂津市としてこんな政策をすれば

いいんではないかという、委員会として

出せるような勉強ができれば、それにこ

したことはないと思っておりますので、

時期とか場所とかいうのもなかなか難し

いですけれども、積極的に勉強はされた

らいいと私は思っております。

○森内一蔵委員長　南野委員、どうです

か。

○南野直司委員　私も委員会視察は非常

に大事だなと思っておりまして、時期的

には委員長に一任したいと思うんですけ

ども、例えば場所、行くところですね、
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民生部門、幅広いですから、今回、地域

活動支援センターも新たにできましたし、

そこではボランティア活動もされますし、

災害時の要援護者の方に対しての支援、

ボランティアを募ってやっておられる市

町村がありまして、例えば下関とか、そ

ういった観点で、これは平成２１年から

ですか、取り組まれているところもあり

まして、そんな観点で、今、ちょうど防

災対策ということでいろんな取り組みを

してるんですけども、非常にその観点は

大事やなあと、ほかにもいろいろ環境と

か先ほど言われた部分、大事な部分があ

ると思うんですけども、案として、そう

いったボランティアの災害要援護者の方

に対してのボランティア活動をされてる

ところに視察に行って反映できたらなあ

と思いましたので、案として補足させて

いただきました。

○森内一蔵委員長　嶋野委員、どうです

か。

○嶋野浩一朗委員　私の立場で何を申し

上げたらいいのかなと、正直、思ってお

るんですけれども、やはり今回の予算の

審議を通じて、いろんな課題というのが

見えてきたんだろうなあとも思いますの

で、そこで、ぜひ摂津市の民生常任委員

会としてこういう課題について先進事例

を視察させていただいて、更に前進がで

きるんじゃないかということで同意がで

きれば、私は行くべきだろうなあと思い

ますし、場所でありますとか、テーマと

いうのは、またこれからの話になるんだ

ろうなと思いますけれども、時期も含め

て、それはこの中で話し合っていきなが

ら、時期のことについてはその相手方と

の交渉もありますので、そこは正副委員

長にお任せをさせていただきながら進め

ていければなと思います。

○森内一蔵委員長　本保委員、どうです

か。

○本保加津枝委員　委員会として、視察

に行くのは大変結構なことだと思ってお

りますし、何よりもやっぱりそれが摂津

市の発展に貢献できるようなものである

ことが一番大切なことだと思いますので、

今も各委員から大変いい意見も、この時

点で既に前向きに出していただいており

ますので、そういったことも踏まえてしっ

かりと、あとは行って本当に摂津市の今

後に反映できるような、ためになったな

あと、本当に自分たちが悔いの残らない

ように、活動にしっかりと発展させるこ

とができるような形のところをぜひ選ん

で、ともに勉強して、摂津市が発展する

ように行動していきたいなと思っており

ます。

○森内一蔵委員長　はい、よろしいです

か。

　暫時休憩します。

（午後５時２３分　休憩）

（午後５時３４分　再開）

○森内一蔵委員長　それでは、再開をい

たします。

　本委員会の所管事項に関する事務調査

については、老人福祉行政、障害者福祉

行政、保健医療行政、環境衛生行政、商

工行政、農業行政を、平成２４年度末ま

で閉会中も調査することに異議ありませ

んか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　異議なしと認め、そ

のように決定いたしました。

　これで本委員会を閉会いたします。

（午後５時３５分　閉会）
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　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り、署名する。

　民生常任委員長　　森　内　一　蔵

　民生常任委員　　嶋　野　浩一朗
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